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　ＩＣ時代のコンピュータ産業

世界コンピュータ産業史（ｎ ：１９６０年代後半）

坂　本　和　一

１． ｒＩＣ時代」の到来とＩＢＭ コンピュータ「第３世代」

　（１）「ＩＣ時代」の到来

　１９６０年代に入ると ，単体としてのトラ１／ジスタに代わ って，新たな電子回路

デバイスとしてＩＣ（集積回路）が登場し，これが急速に普及していく 。

　ＩＣ（集積回路）とは，周知のように，電子回路を組むに際して必要な種 々の

，素子，つまりトラソジスタをはじめ，ダイオード，コソ デンサ，低抗などの素

子， および配線を数 ミリ角の基板（普通，シリコン基板）の上に埋め込んだ回路

部品である 。

　すでにみたように，電子回路を構成する能動素子（増幅デバイス）として ，

真空管にかわって固体素子トラノノスタか　般的に使用されるようになるのは ，

１９５０年代半ぼ以降のことであ った。このような固体素子としてのトラソジスタ

の技術的な発展がすすむにつれて，さらにトランジスタおよびその他の回路構

成素子を一つの固体の上に集合して一体化しようとする動きは，電子回路が求

める省エネルギー化，小型化，そして技術的な信頼性といった要請から，おの

ずから出てくる方向であ った 。

　ＩＣとして最初に普及したのは，絶縁体基板の上にまず膜技術を利用して コ

ンデ ノサ，抵抗などの受動素子，導電体をつくり込み，それにあとからトラソ
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ノスタ ，タイオートなどの能動素子チ ヅプを接着し，さらに相互配線してつく

られる，いわゆるハイブリッド（Ｈｙｂ
・ｉｄ。混成）ＩＣであ った。これは，ＩＣ時

代に先立つトラノノスタ時代に　般化していたプリノト配線技術の延長上に発

達したＩＣであ った 。

　しかし，ハイブリッドＩＣは，膜技術による回路作成と接着技術による能動

素子の取り付けといった２段階のプ ロセスを必要とすることや，外部配線を必

要とすることなと ，技術的信頼性の点でも ，量産性の点でも ，制約をもっ てい

た。 したが って，それは，より単純な仕組みのＩＣに取って代わられる必然性

があ った 。

　１９５８年末，当時シリコソ ・トランジスタ市場を独占していたテキサス ・イソ

スソルメンソ 杜（Ｔ
ｅｘ・・Ｉｎｓｔ・ｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ 通称ＴＩ杜）の技術者キルヒー（ＪＳ

Ｋｉ１ｂｙ）が，シリコソの結晶基板に何回かの不純物拡散処理を行うことによっ

て， 同じプ ロセスでトランジスタ ，ダイオード，コソ デソサ，抵抗などを形成

することに成功した。これがモノリシック（Ｍ
ｏｎｏ１ｉｔｈｉｃ。一体型）ＩＣの始まり

であ った 。

　しかし，キルヒーの開発したモノリソヅ クＩＣは，素子間の相互干渉か強か

ったことや，素子間の接続を金の細線による外部配線によっ ていたことなどの

ために，量産性と技術的信頼性に難問を抱えていた 。

　このようなキルビーのＩＣの問題点を解決し，モノリシヅクＩＣに技術的信

頼性と量産化への道を開いたのは，１９５７年に発足したぱかりのフェ アチャイル

ト・ セミコ：■タクタ杜（Ｆ・１・ｃｈ１１ｄＳ
ｅｍ１ｃＯｎｄｕｃｔ０・，Ｉｎｃ）の研究開発部長 ノイス

（Ｒ．Ｎ．ＮＯｙ・・）であ った。１９５９年はじめのことであ った 。

　ノイスは，すでに前年に，同じフェ アチャイルド ・セミコンダクタ杜のホー

ルニ（Ｊ．Ａ．Ｈｏｅｍｉ）が開発していたシリコノ ・プレーナ ・トラソジスタの埣術

を用いて，信頼性の高いモノリノヅ クＩＣの量産技術の基礎を確立した 。

　１９５８年，ホー ルニ によっ て開発されたシリコソ ・プレーナ ・トランジスタの

技術というのは，シリコソ基板を コレクタとし，これを熱酸化して表面に酸化

層をつくり ，これを拡散マスクとして用いる技術であり ，この酸化層にフォト

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４８１）
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エッチング法によっ て窓孔をあけ，この窓孔から拡散を行い，１工程の拡散が

終わるごとに，ふたたびシリコン表面に酸化層を形成させるプ ロセスである 。

こうして，べ 一ス層，エミッタ層と ，必要な回数だけ順次上面から選択拡散を

繰り返していくことによっ てトランジスタが構成されるわげである。これは ，

半導体史上，画期的な技術であ って，これによっ てトラソジスタの量産技術が

確立されることにな った 。

　ノイスは，この技術をさらにＩＣ技術に応用した。かれは，このプレーナ ・

トランジスタ技術を使ってシリコソ基板の上にそれぞれ独立した素子を多数配

置し（各素子間の独立化は，ｐｎ 接合分離，絶縁分離などによる），さらにこれらの素

子間の必要箇所を絶縁層を介して配線接続する技術を確立した。これによっ て，

電子回路の信頼性を高めるためのもっとも大きな問題点であった外部配線が不

要になり ，あわせてモノリシックＩＣの量産化への道が開かれることにな っ一二

　こうして，１９５８～５９年にキルビーとノイスによっ て開発されたモノリシック

ＩＣは，以後急速に工業化がすすみ，５０年代後半にトランジスタが真空管に取

って代わったと同じように，６０年代になるとこんどはＩＣが単体としてのトラ

ンジスタに取って代わった。いわゆる「ＩＣ時代」が到来したわけである
。

　（２）ＩＢＭシステム３６０の登場とｒ第３世代」への移行

　０　システム３６０の登場と「第３世代」への移行

　コノピ ュータの歴史も ，１９６０年代半ばころから，論理素子として，それまで

のトランジスタに代わってＩＣが採用されるようになり ，いわゆる「第３世

代」に移行する 。

　ＩＣが コンピ ュータの新しい論理素子として採用された「第３世代」コンピ

ュータが登場するのは，１９６５年のことである 。１９６５年５月から８月にかけて
，

ＩＢＭは・それまでの製品体系を一新するＩＢＭシステム３６０を世に出したが
，

これが史上最初のＩＣを本格的に採用した コンピ ュータであ った 。

　ＩＢＭは・これまでみてきたように，結果的には，ｒ第１世代」ｒ第２ ．世代」

いずれにおいてもアメリカ国内外で圧倒的な市場支配を確保してきたが，これ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８２）



　　　　　　　　　　　ＩＣ時代の コンピ ュータ産業（坂本）　　　　　　　　　　４７

らの各「世代」のパイオニア機種の導入に際しては，いずれもレミソトノ ・ラ

ソド杜，およびそれを継承するスペリー・ ラソド杜の後塵を拝してきた。しか

し， こうしてｒ第３世代」の開始に至 って，はじめてＩＢＭはそのパイオニァ

機種の導入に抽いても主導権を握るに至った 。

　「第３世代」を拓くこ ‘とにな ったシステム３６０は，発表をはさむ前後４年間に ，

開発費，製造準備費，レソタル資金，販売費なとをあわせて５０億トル（当時の

邦貨で１兆８，０００億円）を要した超弩級の製品計画であ った（開発費だげで５億ド

ルを要したといわれる）。 そのスケー ルの大きさは，第２次大戦中に原子爆弾を

つくり出したかのマンハッ タソ計画にアメリカ政府が投入した費用が２０億ドル

であ ったことや，またそれが当時アメリカ政府がすすめていた宇宙開発計画の

１年間の総投資額に匹敵するものであったことを考えると ，おのずからあきら

かてある。したかって，それは民間企業の製品開発計画としては空目１』のもので

あり ，もし失敗すればＩＢＭを破綻に追い込みかねない，杜運を賭けた巨大プ

　　　　　　　　２）
ロジ ェクトであ った 。

　システム３６０は，１９６４年４月に発表され，翌６５年５月より出荷が開始された

が， それは巨大製品プ ロジ ェクトに相応しく ，論理回路を担う電子デバイスの

新機軸のみにとどまらない，画期的な内容をもつものであ った。１９６４年，その

発表に際して，当時のワトソ：／会長は，ｒＩＢＭ ノステム３６０は従来のテータ
・

プロセノノクの概念に画期的な新次元を拓く ，ＩＢＭ５０年の歴史にいてもっと

も重要な新製品の発表である」と表明したか，事実，それは文字とおりそのよ

　　　　　　　　　　　　３）
うな意義をもつものとな った 。

　　　システム３６０の画期性

　システム３６０がもっ ていた画期的な内容は，要約すればつぎのようなもので

ある 。

　第１は，それが コンピ ュータの「第３世代」を拓くものであ ったことに示さ

れているように，論理素子としてＩＣを採用したことである 。

　ただ，この点で注目しておきたいのは，当初，ＩＣの今日の一般的なタイプ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８３）



　４８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第４号）

であるモノリシックＩＣを採用せず，トランジスタからモノリシックＩＣへの

過渡的形態であるハイブリッドＩＣを使用するにとどまっ たことである。当時

のモノリ！ソクＩＣの技術的な成熟状況やその里産体制の準備状況を考えたと

き， まだモノリシックＩＣの安定的な供給に不安を残しており ，製品の信頼性

確保を至上命令として ，ＩＢＭは，当初その採用を見合わせた 。

　これに対しては，杜内ても技術者サイトから強い反対があ った。その有力者

の一人に，かつて「第１世代」７００ノリースの設計に貢献し ，１９５５年い ったん

ＩＢＭを去ったが，６０年，システム３６０計画推進のためにふたたび復帰し，実際

に設計の中心人物とな ったアムタール（Ｇ　Ｍ　Ａｍｄａｈ１）がいた。ｒコ：／ピ ュー

タの天才児」といわれたアムダー ルは，すでに技術的に先が見えているハイブ

リヅトＩＣの採用に反対であ った。しかし，ＩＢＭ執行部は，安全をとり ，ハイ

ブリッドＩＣでいく方針を貫いた 。

　しかし，モノリシッ クＩＣの採用は時代の流れであり ，ＩＢＭがシステム３６０

を発展して問もなく ，１９６４年１１月 ，ＲＣＡ杜が完全なモノリシッ クＩＣを採用

したＳｐｅｃｔｒａ－７０シリーズを発表し，これをきっ かげにして他のメーヵ一もモ

ノリシックＩＣ採用の コンピ ュータを発表する動きが出てきた。このため ，

ＩＢＭもモノリシックＩＣへの移行を考えざるをえなくなるが，実際にそれが実

現するのは，６９年に出されるモデル８５，２５においてであり ，それが全面的に導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
入されるのは，７０年代に入って登場するシステム３７０においてである 。

　こうして，ＩＢＭが当初，実際にシステム３６０に採用したのはハイブリッド

ＩＣであ ったが，ＩＣの採用には，いずれにしても ，それまでの単なるトラソジ

スタやその他の回路素子の供給体制とは質の違う部品供給体制の整備が必要で

あっ た。 それまでは，必要な回路素子の製造を大部分ＴＩ杜に依存していた 。

しかし，ＩＣとなると ，回路設計そのものが コンピ ュータの心臓部についての

ノウハウに属することになり ，それを外部製造に依存することは望ましいこと

ではなく ，自家製造に踏み切らざるをえなくな ったということである 。ＩＢＭ

は， 「第２世代」までは回路部品を外部から購入する，いわぼ コソピ ュータの

単なるセット ・メーカー であ った。しかし，ＩＣを採用する「第３世代」から

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８４）
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は， 回路部品を自家製造する一貫メーカーに発展することにな った 。

　！ステム３６０の画期的な内容の第２は，コソピ ュータ事業にはじめて ，「単一

製品ライ：／（Ｓｍｇ１・ Ｐ・０ｄｕ・ｔＬｍ・）」の概念を採用したことである
。

　これには，つぎのようなＩＢＭ内の組織的な事情が絡んでいた 。

　本稿 シリーズＩでみたように，当時ＩＢＭは，ｒ第２世代」コソピ ュータと

して大型クラスの７０００シリーズと ，中 ・小型クラスの１４００シリーズという２つ

のシリーズをもっ ていたが，組織的にみると ，これらの２つのシリーズはそれ

ぞれテータ ・！ステムス事業部とセ不ラル ・プ ロタクソ事業部という別 々の事

業部が担当するようにな っていた。このような分担体制は，当初は ノリース 間

の上下の境界がは っきりしていたため，スムースに機能していた。しかし ，

１９６１年に入るころから，いずれの事業部ても ：／リースの追加新機種を計画し始

めることになり ，それらが７０００シリーズの下位機種（７０４０のような）と１４００シ

リーズの上位機種（１４１０や１４６０のような）のところで互いにぶつかり合う状況が

生じてきた。さらにテータ ・ソステムス事業部では，新たな製品計画として ，

７０００シリーズに代わる８０００シリーズの構想も登場してきていた。このような状

況のもとでは，２つの事業部の分担体制は，互いに製品開発を競いあ って力を

強め合うよりは，互いに足を引っ張りあう方向に作用し始めており ，放置すれ

ぱ， このような状況がますますすすむことが目にみえていた 。

　もう一つ，ＩＢＭ内の組織的な事情として，ＩＢＭ本杜と海外子会杜ＩＢＭワ

ールトトレート杜（ＩＢＭ　Ｗｏ・１ｄ　Ｔ・・ｄｅ　Ｃｏ・ｐｏ・ａｔｌｏｎ）との関係かあ った。１９５０年

代後半以降，ＩＢＭワールドトレード杜もＩＢＭ本杜と足並を揃えて成長を続け

てきたが（１９６０年にＩＢＭ全体にワールドトレード杜が占めるウェィトは，売上高で

２０．６％，純利益で２２．６％），このなかで，しだいにワールドトレード杜が製造と

研究開発の自立的な力量をもつようになり ，独自の機種を開発するようにな っ

てきた。そして，とくに ヨーロッパ市場向けに開発された機種をアメリカ本国

にも出荷したいと考えるようにな っていた。こうした事態もＩＢＭ内の組織間

競争を激しくさせ，競争力を拡散させる危険を孕むものであ った 。

　このような状況のなかで，杜長ワトソソ２世と ，当時２大シリーズの担い手 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８５）
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データ ・ノステムス事業部とゼ不ラル ・プ ロタクソ事業部を統括する立場にあ

ったリアソン（Ｖ．Ｔ．Ｌ・…ｏ皿１９６５～７０年の間，杜長をつとめた）は，問題解決の

ためには，２つの事業部を協力させ，新しい電子回路技術にもとつく「単一ラ

イソ」の製品をつくり出す以外にないと考えるに至った 。

　システム３６０は，このような要請に応えるものであり ，それまでの，相互に

互換性のない，よせ集め的な製品構成を統一的な製品構想で再編成し，単一の

製品ライ１のもとて各 レヘルの機種（モテル）を設定するものであ った。単一

製品ライソないしシリーズという製品構成の考え方は，その後 コンピ ュータ事

業の　般的な考え方にな っていくか，ノステム３６０はこのような概念を最初に

本格的に採用したものであ った 。

　第３は，第２の点の実質的な内容にかかわることであるが，シリーズを構成

するモデル間にソフトウヱ ア（利用技術）の完全な互換性の確立がめざされた

ことである。そして，このためには，システム３６０の全モデルに共通する単一

のオベレーティ！ク ・ノステム（ＯＳ）を開発することか必要であ った 。

　しかし，このようなオペレーティング ・システムの開発は，これまでＩＢＭ

か経験したことのない規模と質のソフトウェ ア開発であり ，多大の困難を伴う

ものであ った。１９６４年，提供か約束されはしたが，実際の開発はそれほと進展

していなかった。結局それは，１９６３年から６６年までの４年間を費やして，しか

も当初予定されていたより ，複雑な機能のいくつかを省略し，さらに大型およ

び中型モデル用と ，小型モデル（モデル３０）用の２本立てにする形で解決され

た。 つまり大型および中型のモデルで使われるオベレーティソグ ・システム

３６０プライマリー・ コソトロール ・プ ログラム（ＯＳ３６０－ＰＣＰ）と ，小型モデル

用のデ ィスク ・オペレーティソグ ・システム３６０（ＤＯＳ３６０）とを提供すること

で処理された。こうして，システム３６０は当初計画したように全機種に共通の

単一のオペレーティソグ ・システム を実現することにはならなかったが，その

方向をかなりの程度まで実現したのであり ，それは以後の コノピ ュータ事業の

展開において ，：！リース全機種に統一的な ！ステム ・コ：／トロー ル・ プロクラ

ムを整備するという製品思想を導入することにな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８６）
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　以上のように，システム３６０は決して万全ではなく ，さまざまな弱点や当初

の予定どおり実現できない点をもっ ていた。しかし，それは，このような弱点

や問題点を孕みながらも ，画期的な内容をもつ壮大な製品システムであ った 。

したがって，それは，技術発展と市場成長のスピードが加速するコンピ ュータ

産業にあ って，ＩＢＭがｒ第１世代」，ｒ第２世代」をとおして築いてきた世界

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）的に圧倒的な市場支配体制を維持するうえで，決定的に重要な役割を果たした 。

　　　システム３６０の展開

　こうして，投下資金の規模の面からも ，また製品ラインとしての画期性から

も， ＩＢＭが杜運を賭けた巨大プ ロジ ェクトであるシステム３６０は，互換性をも

った６つのモテル　　モテル３０，４０，５０，６０，６２，７０　からなる ：■リースと

して１９６４年４月７日に発表され，受注が開始された 。

　システム３６０は，上にみたように，発表された段階でもまだ技術的に未成熟 ，

未完成な部分を残しているという不安定な状況にあ った。しかし ，１９６３年後半

になると ，システム３６０の発表を急がなければならない事情が生じてきた 。

　　般的には，主力製品ライ■１４００！リースおよぴ７０００！リースが出荷開始以

降すでに３年以上を経過し，１９６４年には４年目を迎えようとしており ，それら

の製品ライフサイクルもそろそろ成熟期に入る兆しが感じられていた。まずこ

のような状況に，対応が急がれていた 。

　しかし，ＩＢＭに ：／ステム３６０の発表を急がせる最大の直接的的契機とな った

のは，１９６３年１２月 ，ハネウェ ル杜の１４０１市場への挑戦機種，Ｈ－２００の発表で

あっ た（１９６４年３月出荷）。 Ｈ－２００は，まだＩＣを採用していないｒ第２世代」

のコンピ ュータであ ったが，予測されたように，１４００シリーズのプ ログラム を

コンバートできる「リベレーター（ＬｉｂｅｒａｔＯｒ）」と呼ぱれるプ ログラム をもっ

ており ，１４００シリーズと利用技術の互換性をもっ ていた。また，価格は１４０１と

ほ凄同じであ ったが，パフォーマンスは１４０１よりはるかに優れていた。１４０１が

１万６，０００キャラクター・ メモリーと１１．５マイクロセカソドのアクセスタイム

を提供したのに対して，Ｈ－２００の方は６万５，０００キャラクター・ メモリーと１

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８７）
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マイクロセカンドのアクセスタイム を提供できたからである 。

　Ｈ－２００は，そのバフォーマンスの優位性と１４００シリーズからの コンバージ

ョンの容易さ ，そして発表から出荷までの期間が短かったこともあって爆発的

な人気を乎び，発表から６週間のうちに４００台の注文を受けることにな った 。

そして，このうちほとんどは１４０１のリプレースであ った。もはや，１４０１市場カミ

不安定なものとな ったことは，あきらかであ った。このような状況に直面して ，

ＩＢＭは自己の市場の崩壊を防ぐために，システム３６０の発表を一日も急がなけ

　　　　　　　　　　　７）
ればならないことにな った 。

　こうして，！ステム３６０の発表か急がれるなかで，準備されている！ステム

３６０の６つの機種を同時に発表するという方針か固められた。これによっ て，

こんどはＩＢＭの新製品計画の全体像とその画期さを一挙にユー ザー にアピー

ルすると同時に，ユー ザー にＩＢＭ コソピ ュータの導入 ・展開計画の将来的な

見通しを立てやすくしようとした 。

　さて ，システム３６０は，上にみたように，発表された段階でもまだ技術的に

未成熟，未完成た部分を残しているという不安定な状況にあ った。さらに，超

大型モデルの整備や，タイムシ ヱアリング機能の整備の点で不備や弱点をもっ

ていた。しかし，それにもかかわらず，システム３６０は，市場では大成功を収

めた。シリーズのなかでは，まずモデル４０が１９６５年５月に出荷を開始したが ，

その時点ですでに受注残は記録的な台数にのぽり ，製造体制が追いつかない状

況にな っていた 。

　１９６５年には，モデル４０に続いて，８月までに３０，５０，６５という４つの機種が

出荷された（実際に出荷された機種は，当初発表された機種そのままではなく ，発表

後出荷までの間に一部変更されたところがある）

　システム３６０はこうして好調なスタートを切り ，のちに確認するように ，

ＩＢＭの コソピ ュータ市場での支配的地位を維持するのに成功した 。

　システム３６０は，１９６５年出荷以後，後継システムであるシステム３７０が発表さ

れる１９７０年までの６年間，その時代を代表するコソピ ュータとな った。その間

のモデルの展開を，以上で言及したものも含めてもう一度全体としてみると ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８８）
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　　　　　　　８）
つぎのようである（図１ －１を参照）。　　　　 ・一一一…一一…一一一…一、

　第１段階。１９６４年４月 ，第１弾として　　１　　　　　　１

発表されたものに相当し，６５年５～８月　　　　
り

に出荷された，モデル３０，４０，５０，６５の

４機種 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．　　　　　　 く◎　　　　１

成鴛ぷ鴛；二；１グト咽、１，

１ゴ篶１１１篶 墨１，ｌ

ｌ１篶ぶ１

６９年に出荷されたもので，モデル２５，８５　？ ＝　　　　　　…　　簑　　実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ

の・鰹 　　　１１ム１イポ
ｒＪ１意」ふズＴｌ二１：二１１揮トｌ１ｌ１廿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一　１　り　　　　　　　　　　　ト　　ニ　１，Ｊ　　似オーマンスの点でいかに大きく前進した　　１＝ミ　　　　　　ぐｙ川　 甘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　　；　甲　　　　　　§　２勺ヰ

ものな っていたかを，同じ１ＢＭの各国：婁８り 　書い峯１
ｒ世代」１各機種１１対比１示！１みｌ１お

と， 表１ －１のようである。　　　　　　　　　　竃　　　　４壌 ２　 ヤ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　讐黛弘

ここては・各ｒ世代・の機種のなかて 　．山 　　 蓬１１
蓑三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １　 り８０ 　　 誼Ｎ 」送レンタル月額が比較的に類似している代　　　＝　　さ　　 一　　　尽勺心 一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １　 湯＼ 紬　　二言婁菩言

狐よ二ふ１二１∴「ぶ１滑 コ１匁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○　竈　　卜興繁繁繁 、

ぷ｝ぷご：ｌｌｌ ！桝ボ
ニニ１

比較してみる。まず加算時間は，３６０モ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４８９）
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デル４４では１４１０に比べて１ ，０００分の３６，６５０に比べては１，Ｏ００分の６に短縮され

た。 またアクセス時間は，３６０モデル４４では１４１０に対して１ ，０００分の２２２，６５０に

対しては１，０００分の１Ｏに短縮された 。

表１ －１　ＩＢＭ コンピ ュータのｒ世代」間パフォーマンス比較

平均 レンタル料 加算時間 アクセス時間
モデル名

記憶容量
月　　　額 （マイクロ （マイクロ （１ ，０００ 記憶容量／ア
（ドル） セカンド） セカンド） キャラクター） クセス時間比

「第１世代」

６５０（Ｒａｍａｃ） ９， ０００ ７００ １００ ８． Ｏ ０． ０８

７０４ ３２，Ｏ００ ２４ １２ ６４ ．Ｏ ５． ３

７０５ ３０，０００ ８７ ８ ８０ ．Ｏ １０ ．０

「第２世代」

７０４０ １４，０００ ２６ ８ １９２ ．Ｏ ２４ ．０

７０４４ ２６，０００ ５ ２． ５ １９２ ．０ ７６ ．８

７０９４ ７０，０００ ４． ４ ２ １９２ ．０ ９６ ．０

１４０１ ３， ０００ ２３０ １１ ．５ １６ ．Ｏ １．

４

１４１０ １１ ，０００ １１０ ４．
５ ８０ ．０ １７ ．８

１４４０ １， ８００ １２０ １１ ．１ １６ ．０ １．

４

「第３世代」

３６０／２０ ２． ，５００ ２０９ ７． ２ ５１２ ．０ ７１ ．１

３６０／３０ ８， ４２０ ３０ １．

５ ２， ０８０ ．０ １， ３８６ ．７

３６０／４０ １７ ，２７５ １１ ．８８ ２ ８， ３８４ ．０ ４， １９２ ．０

３６０／４４ １１ ，０９０ ４．
０ １ ８， ３８４ ．０ ８， ３８４ ．０

３６０／５０ ２９，４８０ ４．
０ ２ １６，７６８ ．０ ８， ３８４ ．０

３６０／６５ ５３，３２５ １．

５ ０． ７５ ３３，５３６ ．０ ４４ ，７１４ ．７

３６０／６７ ７５，０００ １．
４ ０． ７５ ３３ ，５３６ ．０ ４４ ，７１４ ．７

３６０／７５ ７９，７００ ０．
７ ０． ７５ ３３，５３６ ．０ ４４ ，７１４ ．７

「世代」問比較

６５０（Ｒａｍａｃ） １ １ １ １ １

３６０／４４ １． ２３２ ０． ００６ Ｏ． ０１０ １． ０４８ １０４ ，８００

１４１０ １ １ １ １ １

３６０／４４ １． ００８ ０． ０３６ ０． ２２２ １０４ ．８ ４７１

（注）０　加算時間（Ａｄｄ　ｔｉｍｅ）とは，１回の加算を行うのに必要な時間のことで，加算を行う前に記憶装置か

　　　　ら数値を呼び出す時間や加算結果を記憶するのに必要な時間は含まれない。コンピ ュータの作動速度を

　　　　示す重要諸元の一つである 。

　　　（２）アクセス時間（Ａｃｃｅｓｓ　Ｔｉｍｅ）とは，ある記憶装置においてその指定されたアドレスに書込みを行う

　　　　か，または指定されたアドレスから読出しを行わせるための，制御信号が与えられてから実際にその動

　　　　作が開始されるまでの時間のこと 。以上，［図解 コンピ ュータ用語辞典」日刊工業新聞杜，１９８５年，によ

　　　　る 。

（出所）Ｇ
ｒｏｐＰｅ１ｌｉ，Ａ．Ａ、丁加Ｇｍ〃肋杵０６伽加エ加Ｃｏ刎〃〃炊１〃郷り

，１９７０
，Ｐ
．４７，Ｔａｂ１ｅ９．より作成 。

（４９０）
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　記憶容量では，３６０モデル４４は１４１０に対して１０４．８倍，６５０に対しては１ ，０４８倍

の能力をもっ ており ，アクセス時間との対比でみた記憶容量でいえぱ，３６０モ

デル４４は１４１０の４７１倍，６５０の１０万４，８００倍の機能をもつようにな った 。

　以上にような代表機種の比較によっ て， システム３６０，したがってまたｒ第

３世代」コ！ピ ュータかそれまでの各「世代」と比へていかに高い機能をもつ

ものに進化したかを端的に知ることができる 。

　（３）小型コンピュータ（ミニコンピュータ）市場の形成

　１９６０年代後半に入ってからの，コンピ ュータ産業の展開のもう一つの大きな

特徴は，これまでの汎用 コンピ ュータの範馴こは入らない，とくに科学技術計

算やプ Ｐセス制御などの特定用途向けに設計された小型 コソピ ュータ ，ミニコ

ソピ ュータの分野が急速に展開してきたことである（以下，「小型 コンピ ュータ」

という場合には，汎用 コソピ ュータの小型機種とは区別して，これまでの汎用 コンピ ュ

ータの枠外の小型 コンピ ュータを意味することとする）。

　このようなミニコソピ ュータの領域を拓いたのは，ＤＥＣ杜であ った。ＤＥＣ

杜は，マサチ ュセッツエ科大学（ＭＩＴ）にいた２人のエソジニア（その一人は ，

現杜長のオルセソＫ．Ｏ１ｓｅｎ）によっ て１９５７年に設立され，６０年に最初の コンピ ュ

ータＰＤＰ－１を出した。その後しだいに小型の コソピ ュータを手掛け，６５年に

は， １万ドル ・コンピ ュータと呼ぱれる（実際には１万８，ＯＯＯドル）小型 コンピ

ュータＰＤＰ－８を出した。それは，当時世に出ているコンピ ュータのなかで例

をみない低価格の コ：■ピ ュータであり ，しかも技術的には論理回路にＩＣを採

用した，画期的な製品であ った。これまでの汎用 コンピ ュータ市場には存在し

なかったミニコンピ ュータの領域を拓く突破口とな ったのは，このＰＤＰ－８で

あっ た。 その後，ＤＥＣ杜は，１９６６年にＰＤＰ－９，さらに７０年にはＰＤＰ－１１を出

して，ミニコンピ ュータ市場で急速にシ ェアを拡大し，「ミニコソピ ュータの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ＩＢＭ」といわれるほどの成功をおさめることになる 。

　こうして，ミニコンピ ュータ市場が拓かれてくると ，さまざまな企業が相次

いで新市場に参入してきた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９１）



　５６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第４号）

　ＤＥＣ杜についで本格的にミニコンピ ュータ市場に参入したのは，ヒュレッ

ト・ パヅ カート杜（Ｈ・ｗｌｅｔｔ－Ｐａ・ｋｅ・ｄ　Ｃｏ）であ った。同杜は，１９３９年に設立さ

れた計測器具のメーヵ一であ ったが，６６年に２１１６Ａ，６７年に２１１５Ａ，６８年に

２１１４Ａと ，相次いでミニコンピ ュータの新機種を投入して，新市場に参入し

た。

　また，ヴァリァ／ ・テータ ・マ！！杜（Ｖａｎａｎ Ｄａｔａ Ｍａｃｈｍｅｓ Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ）は ，

すでに１９６５年にレンタル料月額１，ＯＯＯドル（したが って，買取価格は４万５，ＯＯＯド

ル）を割る小型 コンピ ュータ６２０を出していたが，６７年には６２０ｉを出して本格

的にミニコンピ ュータ市場への進出を図った 。

　ミニコンピ ュータ市場への参入企業のなかで話題の企業は，ミニコンピ ュー

タ市場の開拓者ＤＥＣ杜からの３人のスピンァウト組によっ て設立されたデ ー

タ・ ゼネラル杜であ った。同杜は，１９６９年に最初の機種Ｎｏｖａ を出し，さらに

７０年にはＮｏｖａ より５～１５倍高速で作動するＳｕｐｅｍｏｖａ を出した。とくにこ

のＳｕｐｅｍｏｖａの一つのモデルＳｕｐｅｍｏｖａ－ＳＣは，ＩＣメモリーを使った最初の

ミニコソピ ュータとな った、デ ータ ・ゼネラル杜はとくに積極的な販売戦略に

よっ て急成長を遂げ，のちにみるように，７０年代半ぱには，ＤＥＣ杜，ヒュレ

ット ・パッ カード杜と並んで，「ミニコンピ ュータの御三家」と呼ばれるよう

にな った 。

　急成長が見込まれるミニコ１／ピ ュータ市場には，これらの他にもさまざまな

企業が進出した。それらの企業には，コソピ ュータ ・オートメーショソ 杜， デ

ータ ・クラフト杜，ゼネラル ・オートメーション 杜， インターデータ杜，モジ

ュラー・ コンピ ュータ ・システムズ杜，マイクロ データ杜などの新興企業があ
　１Ｏ）

った 。

　また，このような新興企業だけではなく ，既存の汎用 コソピ ュータ ・メーカ

ーにも ，当然ミニコソピ ュータ市場に進出を図るものがあ った。たとえぱ，ハ

ネウェ ル杜は，１９６９年，ＤＤＰ－３１６と呼ばれるミニコンピ ュータを出して，こ

の新市場に参入した 。

　こうして，１９６０年代後半の一時期，ミニコンピ ュータ市場には，７０～８０の企

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９２）
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　　　　　　　　　　　　　１１）
業が参入していたといわれる 。

　このような状況のなかで，ＩＢＭのミニコソピ ュータ市場への対応は，どの

ようなものであ ったか 。

　結論的にいえぱ，ＩＢＭの新市場への対応は，かならずしも機敏なものでは

なか った。ＩＢＭは，１９６９年７月 ，独自の小型 コソピ ュータ ，システム３を発

表して（１９７０年１月出荷），ようやく新しいミニコンピ ュータ市場への対応を図

った。しかし，本格的にミニコソピ ュータ市場への対応を図るようになるのは ，

１９７０年代に入ってからのことであ った。この点については，本稿シリーズ皿で

具体的にみる 。

１）以上，ＩＣの開発過程については，菊地誠『半導体』日本経済新聞杜，１９７０年 ，

　第Ｖ章関英男『電気の歴史　　先駆老たちの歩み』日本放送出版協会 ，１９７７年 ，
　１２８～１３２べ一ジ ：『エレクトロニクス５０年史と２１世紀への展望（日経エレクトロニ

　クス ・ブ ックス）』日経マグ ロウヒル杜，１９８０年，第５章 ：豊田博夫『超ＬＳＩの

　時代』岩波書店，１９８４年，第３章 ：城阪俊吉『エレクトロニクスを中心とした年

　代別科学技術史（第３版）』日刊工業新聞杜，１９９０年，２２０～２３０ぺ一ジ，などを参

　照。また，ハイブリッドＩＣとモノリシックＩＣの違いについては，垂井康夫

　『ＩＣの話　　トラソソスタから超ＬＳＩまで』日本放送出版協会，１９８２年，１２５～

　１３４べ一ジを参照 。

２）Ｗｉｓｅ，Ｔ．Ａ
．，
ＩＢＭ

’ｓ ＄５，Ｏ００，０００，０００Ｇａｍｂ１ｅ，ハｏ伽肌
，Ｓｅｐｔ１９６６，Ｐ

．１２０

３）Ｗ１ｓｅ，Ｔ　Ａ ，Ｔｈｅ　Ｒｏｃ
ｋｙ　Ｒｏａｄ　ｔｏｔｈｅ　Ｍａｒｋｅｔｐ１ａｃｅ，ハｏ伽脱，Ｏ

ｃｔ１９６６，Ｐ１３８

４）以上，システム３６０の論理素子問題については，必泓，ｐｐ．１３９－１４２ ：北正満

　ｒＩＢＭは不死鳥か（４）　研究開発の企業化」『コ■ヒュートヒア』１９７０年７月号
，

　４３べ 一ジ ：Ｓｏｂ
ｅ１，Ｒ

．， 〃〃一ＣｏＺ０５舳加丁閉郷〃ｏ刀，１９８１，ＰＰ．２２６－２２８（青木栄

　一訳『ＩＢＭ一情報巨人の素顔』ダイヤモソド杜，１９８２年，２８０～２８３ぺ 一ジ），に

　よる 。

５）　この点について，ワトソノ杜長はつぎのようにのへている。　　「集積回路の

　生産にはきわめて多くの，企業独自の情報が込められている。もし私たちがそれ

　を自ら行わないとすれぱ，私たちは自分の事業のいくつかのもっとも大切なもの

　を他杜に漏らしてしまうことになるであろう 。私たちは，そんたことをするつも

　りはない。」（Ｗ１ｓｅ，Ｔｈｅ　Ｒｏｃｋｙ　Ｒｏａｄｔｏ　ｔｈｅ　Ｍ三ｒｋｅｔｐ１ａｃｅ，Ｐ１４２）

６）以上，ノステム３６０導入とその特徴については，Ｂｕｒｃ
ｋ， Ｇ， Ｔｈｅ” Ａｓｓａｕｌｔ” ｏｎ

Ｆｏ血ｅｓｓ　ＩＢＭ，ハｏ伽脇Ｊｍｅ１９６４Ｗ１ｓｅ，ＩＢＭ
’ｓ 蔀５，０００，Ｏ００，ＯＯＯ　Ｇａｍｂ１ｅ　Ｂｌｏｃ ｋ，

　　　　　　　　　　　　　　　（４９３）
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　　Ｇ　Ｗ．， 丁加ひ８Ｃｏ卿〃伽／”〃５仰一Ａ８吻勿げ舳伽げｏ側弘１９７５，ｐｐ
　　 １６－２１北正満「ＩＢＭは不死鳥か（４）　研究開発の企業化」　同上『ＩＢＭの挑戦

　　　　 コノピ ュータ帝国ＩＢＭの内幕』共立出版，１９７８年，第３章 ：Ｓｏｂ
ｅ１

，ｏク６机，

　　 Ｃｈａｐ・１０（前掲訳，第１０章） ：『エレクトロニクス５０年史と２１世紀への展望』第７

　　章　日本アイ　ヒー　エム（株）『コノヒュータ発達史　　ＩＢＭを中心にして』

　　 １９８８年，２７～３４，８６～１００ぺ一ジ ：同上『日本アイ ・ビー・ エム５０年史』１９８８年
，

　　２２０～２３０ぺ一ジ，などを参照 。

　７）ハ不ウェ ル杜のＨ－２００については，Ｗ１ｓｅ，Ｔｈｅ　Ｒｏｃｋｙ　Ｒｏａｄ　ｔｏ　ｔｈｅ　Ｍａｒｋｅｔ

　　 ｐｌａｃｅ・Ｐ２０１Ｂ１ｏｃ ｋ， ｏ戸肋 ，ＰＰ９３－９４Ｓｏｂ
ｅ１

，ｏク６〃 ，ＰＰ２２７－２２８（前掲訳 ，

　　２８２～２８３ぺ 一ジ），を参照 。

　８）　日本アイ ・ビー・ エム（株）『日本アイ ・ビー・ エム５０年史』２２２～２２３ぺ一ジ 。

　９）ＤＥＣ杜および，それが拓くことにな ったミニコンピ ュータ産業については ，

　　Ｕｔｔａｌ，Ｂ ，Ｔｈｅ　Ｇｅｎｔ１ｅｍｅｎ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｕｐｓｔａｒｔｓ　Ｍｅｅｔ　ｍ　ａ　Ｇｒｅａｔ　Ｍｉｍ　Ｂａｔｄｅハｏブ

　　〃〃３，Ａｐｒｌ１２３．１９７９北正満『ＩＢＭとの攻防　　 ＩＢＭをめくる惑星企業』共立

　　出版，１９８０年，３４～３９ぺ 一ジ ：岩淵明男『超エクセレントカソパニーＤＥＣ』

　　ＴＢＳブリタニヵ ，１９８５年，などを参照 。

１０）北正満『ＩＢＭとの攻防』３９べ一ジ 。

１１）以上，ミニコソピ ュータ市場をめぐる企業の動向については，北正満『ＩＢＭ

　　との攻防』第２章Ｆ１ｓ
ｈｅｒ，ＦＭ ，ＭｃＫ１ｅ，ＪＷ ａｎｄＭａｎｃｋｅ，ＲＢ，朋〃伽６

　　伽ひ＆Ｄ肋Ｐ・・伽確１・伽炉）←ル亙・… 加Ｈゐカ・似１９８３，ＰＰ．４０９－４１５ ：
　　『エレクトロニクス５０年史と２１世紀への展望』２８０～２８１べ一ジ，などによる 。

２． 「第３世代」の米欧コンピュータ産業

　ＩＢＭシステム３６０の導入によっ てコンピ ュータ産業はｒ第３世代」の段階を

迎えた。こうして「第３世代」の段階を迎えて，アメリカおよぴ世界の コノピ

ュータ産業はとのような競争構造をもつようにな ったであろうか 。

（１）「第３世代」のアメリカ ・コンピュータ産業　　１９６０年代末の競争構造

まず，アメリカ国内の状況についてみる 。

表ｕ －２は，「第３世代」の最終段階にあたる１９７０年１月の時点で，アメリカ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９４）
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５９

・コンピ ュータ ・メーカー各杜カｔ設置している１コソピ ュータ台数を示したもの

である 。

表皿１－２

（１）汎用 コソピ ュ

　　１９７０年時点でのアメリカ　 メーカーの コソピ ュータ設置状況
　　　　　　　　（１９７０年１月現在 ：アメリカ国外も含む）

一タ

設　　置　　台　　数
会　　杜　　名

アメリカ国内 アメリカ以外 合計（カ ッコ
内， ％）

Ｂｍｏｕｇｈ・
１， ６３８ ５３３ ２， １７１（３．１）

Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ ５１３ ２５１ ７６４（　１ ．１）

Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ １０７ ２４ １３１（０．２）

＊Ｅ１ｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ ２１ ３ ２４（　０ ．０３）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｅｌｅｃｔｒｉｃ １， ４１４ ２， ３７５ ３， ７８９（　５．４）

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ２， ４２４ ８９２ ３， ３１６（　４．７）

ＩＢＭ ３１ ，３９０ １４ ，０２７ ４５，４１７（６４．４）

ＮＣＲ ３， ０８６ １， ９８１ ５， ０６７（　７．２）

Ｐｈｉ１ｃｏ ３７ ３ ４０（　０．１）

ＲＣＡ １， １２５ ６４６ １， ７７１（　２．５）

ホＳｔａｎｄａｒｄ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ ２７

一
２７（０ ．０４）

Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ（Ｕ“ｖａｃ） ４， ４９５ ３， １２２ ７， ６１７（１０．８）

＊Ｘｅｒｏｘ　Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓ ３０２ ６８ ３７０（　０．５）

合　　　計 ４６ ，５７９ ２３ ，９２５ ７０，５０４（１００．Ｏ）

（２）小型 コンピ ュ 一タ（
～ ニコンピ ュータ）

設　　置　　台　　数
会　　杜　　名

アメリカ国内 アメリカ以外 合　　計

＊Ｂａｉ１ｅｙ　Ｍｅｔｅｒ ３５

’
３５（　０．２）

＊Ｂｅｃｋｍａｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ ２８ ７ ３５（　０．２）

＊Ｂｍｋｅｒ－Ｒａｍｏ ３２２ ５４ ３７６（　２．Ｏ）

＊Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｉｎｆｏｒｍａ七〇ｎ　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ １０１

■
１０１（　０．５）

ホＣｏｌ１ｉｎｓ　Ｒａｄｉｏ ７０ １７ ８７（　Ｏ．５）

＊Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ １１０

一
１１０（　０．６）

＊Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｌｏｇｉｃ ３
‘

３（　Ｏ ．０２）

Ｃｏｎ位ｏｌ　Ｄａ切 １， ５２８ ３２２ １， ８５０（９．７）

＊Ｄａｔａ　Ｃｒａｆｔ ６
■

６（　０ ．０３）

＊Ｄａｔａ　Ｇｅｎｅｒａ１ ２２５ ２５ ２５０（　１ ．３）

＊Ｄａｔａ　Ｍａｔｅ ２２

一
２２（０．１）

＊Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ １２

■
１２（０ ．０６）

Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ ６， ５５８ １， ３２７ ７， ８８５（４１ ．４）

＊Ｅ１ｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ ８０ ３２ １１２（　Ｏ．６）

＊ＥＭＲ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ １０４ １７ １２１（　０．６）

（４９５）
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＊Ｇｅｎｅｒａｌ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ ２００

■
２００（　１ ．１）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ ３９４ ８７ ４８１（　２．５）

＊Ｈｅｗ１ｅｔｔ－Ｐａｃｋａｒｄ １， １２３ １９９ １， ３２２（６．９）

Ｈｏｎｅｙｗｅｌｌ １， １７８ ２７０ １， ４４８（７．６）

ＩＢＭ ８４０ ２８２ １， １２２（　５．９）

＊Ｉｎｔｅｒｄａｔａ
３１２ ３ ３１５（　１ ．７）

ホＬｏｃｋｈｅｅ
ｄ　Ｅｌｅｃ血ｏがｃｓ ６５ ５ ７０（０．４）

＊Ｍｉｃｒｏ　Ｓｙｓｔｅｍｓ １５０ ５ １５５（　０．８）

Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ａｖｉａｔｉｏｎ（Ａｕｔｏｎｅｔｉｃｓ） ２７ ７ ３４（　０．２）

＊ＰＤＳ １００ ２７ １２７（Ｏ．７）

＊Ｒａ桝ｈｅｏｎ ２９６ ５４ ３５０（　１ ．８）

ホＲｅｄｃｏｒ ８５

一
８５（０．４）

＊Ｓｃｉｅｎｔｉ丘ｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ １９８

ｉ
１９８（　１ ．０）

＊Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｌａｂ ｓ． ３０６ ６ ３１２（　１ ．６）

ホＴｅｍｐｏ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ ２
■

２（０ ．Ｏ１）

＊Ｖａｒｉａｎ　Ｄａｔａ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ ９１０ ６０ ９７０（　５．１）

＊Ｘｅｒｏｘ　Ｄａｔａ　Ｓｙ・ｔｅｍｓ ７１６ １１２ ８２８（　４．４）

合　　　計 １６，１０６ ２， ９１８ １９，０２４（１００．０）

（注）０　会杜名のヘッドの＊印は，当該会杜が１９６２年以降に新たに登場したものであることを示す
。

　　（２）Ｘｅｒｏｘ　Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓは，ゼ ロックス 杜が１９６９年，Ｓ
ｃｉｅｎｔｉ丘ｃ　Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓ を買収してできたものであ

　　　る 。

　　（３）ここで「小型 コンピ ュータ」とは，買取価格５万ドル以下の コンピ ュータであるが，（２）の表には科学

　　技術計算やプ ロセス制御などの特定用途向けの，より大きな コンピ ュータも含まれている 。

（出所）ＩＤＣ，厄Ｄ１）ルん３岬Ｒ功ｏれ，Ｍａｒｃｈ１２．１９７０、による 。

　この表では，（１）汎用 コソピ ュータと ，ミニコンピ ュータを中心とする（２）小型

コンピ ュータを分離して示してある 。

　（１）と（２）を一見して分かることは，この段階になると ，汎用 コンピ ュータ市場

においては，新たな参入企業は例外的なものとなり ，それも結果的にごくマイ

ナーな地位を占めるにとどまっ た。 他方，ＤＥＣ杜によっ て開発されたミニコ

ンピ ュータを中心とする，新たな小型 コソピ ュータ市場においては，すでに前

項で説明したように，この間，一挙に多数に新規企業が参入を図ったというこ

とである。表によれぱ，１９７０年１月時点で，この市場には３２の企業が活動して

いたが，そのうち２６企業が１９６２年以降の新規参入企業であ った 。

　しかし，設置台数の点では，この段階には，汎用 コンピ ュータが７万５０４台

に一対して，小型 コソピ ュータは１万９，０２４台にとどまっ ており ，小型 コソピ ュ

ータ市場はまだ立ち上カミっ たぼかりの未成熟な状況にあ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９６）
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つぎに，これらの市場について，もう少し具体的にみる 。

６１

　０　汎用 コ１／ピ ュータ市場の競争構造

　表にみられるように，この時点でアメリカ汎用 コンピ ュータ市場を構成する

企業は１３杜であ った。この１３杜は，１９６２年から６９年の７年間におげるかなりの

数のメーカーの消長の結果であ った。先に表Ｉ－５でみたように，６２年の時点

では２５杜の コソピ ュータ ・メーカーがあ ったから，この間に１５のメーカーが姿

を消した。しかし，それらの企業はいずれにしても ，大勢に影響のある企業で

はなカ 、っ た。

　他方，この間に新たに参入したのは３杜である。これらのうち，ゼ ロックス

．テータ ’！ステムス 杜（Ｘｅ・０ｘ
Ｄ・ｔａ Ｓｙ・ｔｅｍ・ Ｃ０・ｐ０・・ｔ・０ｎ）は，すてに１９６２年

以前から参入していた中堅 コソピ ュータ ・メーカー サイエソティフィック
・

テータ ・ノステムス 杜（Ｓ
ｃ１ｅｎｔ１丘ｃ Ｄａｔａ Ｓｙｓｔｅｍｓ ＣＯｒｐｏ舳０ｎ）を１９６９年，セロソ

クス杜（Ｘｅ・ｏｘ Ｃｏ・ｐｏｒａｔｉｏｎ）が買収して設立したものである（ゼ ロックス杜の参

入については，１９７０年代を扱う本稿シリーズ皿で説明する）。 しかし，ゼロッ クス
・

データ ・システムズ杜も含めて，これらの新規参入企業はごく少ない設置台数

しかもちえない企業であり ，やはり大勢に影響のある企業ではなかった 。

　以上のようなこの間の企業の消長のなかで，アメリカ汎用 コソピ ュータ産業

の中心的な担い手については，「白雪姫と７人の小人たち」という構図がより

明瞭に浮かび上がってくることにな った。１９６２年時点とくらべると ，その当時

は設置台数でまだ中心グループの一角をなしていたベン ディックス 杜， ゼネラ

ル・ プレシジ ョソ 杜， モソロー・ カルキ ュレーティ１／グ ・マシソ杜が姿を消し

（前２杜は，ＣＤＣ杜に買収された），結局，ＩＢＭと ，それを取り巻くスペリー・

ラソド杜，ハネウェ ル杜，ＣＤＣ杜，ＧＥ杜，ＲＣＡ杜，ＮＣＲ杜，バロース杜

という７杜が浮かび上がってきたからである 。

　この時期に，とくに動きが目立ったのは，１９５７年に設立され，６０年にはじめ

てコソピ ュータを出し始めたばかりのＣＤＣ杜であ った。この会杜は，５７年 ，

スベリー・ ラノト杜からスピ：／アウトした，元ユニハヅク事業部セ不ラル ・マ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９７）
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ネジャーのノリス（Ｗ．Ｃ．Ｎ・・づ・）を中心とする８人の技術者によっ て設立され

た。 同杜は，６０年代に入って科学技術計算用の超大型 コ／ピ ュータ市場て独自

の地歩を占めるとともに，他方では，６３年にベンディックス杜の コ１／ピ ュータ

事業の買収，６５年にはセ不ラル ・プレ！ソヨ：■杜の コ：／ピ ュータ事業の買収に
　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
よっ て一挙に設置台数を増加させた 。

　このようなアメリヵ汎用 コンピ ュータ市場にあ って，ＩＢＭはどのような地

位を占めたであろうか 。

　表１－２（１）によると ，ＩＢＭは，設置台数の６４．４％を占めていた。したが って ，

ＩＢＭの設置台数 シェ ァは，１９６２年時点とほとんどかわらないか，むしろいく

分上昇した・ＩＢＭは，システム３６０の力によっ て， ｒ第２世代」の段階で確保

していた設置台数のシ ェアを，６０年代にも維持したのである（動態的にみると
，

ＩＢＭは「第２世代」末期にいく分 シェ ァを低下させており ，それをｒ第３世代」に入 っ

て挽回したというのがより正確である）。

　これに対して，ＩＢＭの最大の競争相手てあるスベリー・ ラント杜は ，１９６２

年時点の１４．１％から ，さらに１０．８％に設置台数 シェ アを低下させた。これによ

って，ＩＢＭを取り巻くｒ７人の小人たち」の間では，スベリー　ラノト杜と

他の６杜との間が大きく接近することにな った 。

　さらにこれを設置金額べ 一スでみると ，表１－３のようにな っている（本表
は・ 本稿シリーズＩの表Ｉ－４に続くものである）。ＩＢＭのシ ェァは，設置台数で

のシ ェァの推移と同じ推移を示している。つまり ，ＩＢＭは，いずれの推定に

よっ ても ，「第２世代」から「第３世代」への移行期ににあたる１９６０年代半は

に一度 シェ アを後退させたあと ，６０年代末にはふたたびシ ェアを回復した 。

「業界誌推定」によれぱ，ＩＢＭのシ ェァは，６３年には７４．５％に達したあと ，６５

年に一度６６．７％にまで低下したが，６７～６８年にはふたたび７４．３～７４．６％にまで

回復している 。

　これに対して，ＩＢＭの競争企業群ｒ７人の小人たち」の状況をみると ，スベ

リー・ ランド杜は，１９６０年代に入って以降，設置台数金額でも大幅にシ ェアを

低下させた。６０年代には１６．２％だ ったシ ェアが，６２年には１２．４％になり ，６８年

　　　　　　　　　　　　　　　　（４９８）
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表ト３　アメリカ　メーカーの市場 シェ ア推移（１９６５～１９７０年 ：設置金額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

ＩＢＭ

年 スペリー バロース ＲＣＡ ＧＥ ハネウェ
ハネウェ 業界誌 ラソド ノレ

ＮＣＲ ＣＤＣ

ル推定 推定

１９６５ ６５ ．３ ６６ ．７ １２ ．１ ３． ６ ２． ９ ３． ３ ３， ８ ２． ９ ５， ４

１９６６ ６６ ．２ ６９ ．７ １１ ．３ ３． ０ ２． ７ ３． ５ ５． ２ ２． ３ ５． ３

１９６７ ６８ ．１ ７４ ．３ １０ ．６ ２．
９ ３． ２ ３． ０

４．

７
２．

５
４．
７

１９６８ ７４ ．６ ５． ６ ２． １ ２．
４ ３． ２ ４． １ ２． ２ ３．

９

１９７０ ７０ ．６ ３． ２ ３． ４ ２． １ ３． １ ４． ８ ２． ３ ７． ３

（出所）Ｂｒｏｃ
ｋ， Ｇ． Ｗ．，丁加ひ８Ｃｏ妙〃ぴ１〃舳び一Ａ脇勿 ｏゾ〃〃肋Ｐｏ肋７．１９７５，Ｐ

．２１，Ｔａｂ１ｅ２－３，Ｐ．２２ ，

　　Ｔ
ａｂ１ｅ２－４．より作成 。

　　　ｒハネウェ ル推定」とは，ハネウェ ル／スベリー・ ランド訴訟裁判記録（１９７３年）によるもの。またｒ業

　　界誌推定」とは，Ｃｏ刎〃炊Ｍ”Ａ〃ｏ伽〃ｏ〃 誌， およびＤ肋ｏ〃なＡ〃ｏ舳〃６Ｄｏ吻丹ｏ伽曲ｇル伽１外

　　〃誌によるもの。ＩＢＭ以外の各杜のシ ェァは，１９６７年まではｒハネウェ ル推定」 ，１９６８～１９７０年の分は

　　ｒ業界叱推定」によっ てしる 。なお ，１９６９年の分の欠落は，上記資料のままである 。

には実に５．６％にまで低落することにな った 。

　スベリー・ ランド杜を除く６杜のうちで，この間比較的大きくシ ェアを伸ぱ

したのは，ハネウェ ル杜とＣＤＣ杜であ った。両杜は，１９６０年にはまだ１ ．Ｏ％

程度のシ ェアしかもっ ていなかったが，６８年にはスベリー・ ランド杜につぐ ，

４． １％，３．９％のシ ェァをもつようにな った。また，ＮＣＲ杜も０．４％から２．２％

までシ ヱアを伸ばした。しかし，他の３杜のシ ヱアは一進一退で，目立った拡

大を実現することにはならなか った。ＧＥ杜とＲＣＡ杜の場合には，むしろ後

退傾向が目立った（これが，１９７０年代に入ると ，両杜の コソピ ュータ事業からの撤退

につなが っていく）。

　こうして，「７人の小人たち」の間ではいくらかのシ ェアの上下はみられた 。

しかしそれは，１９６０年代はじめの段階と同じように，結局，お互い同士の間の

シヱ アの取り合い，とりわげスペリー・ ラソド杜のシ ェアの浸食によるもので

あり ，ＩＢＭの分に大きく食い込むシ ェァの上昇ではなか った。したが って ，

いくつかのメーカー ではシ ェアの上昇がみられたとはいえ，それもまだ５％に

満たない程度の水準に止まっ た。

　以上が，「第３世代」も最終段階を迎えた１９６０年代末のアメリカ汎用 コンピ

ュータ市場の競争構造，「白雪姫と７人の小人たち」の大体の構図であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９９）
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　　　小型 コノピ ュー一 タ（ミニコノヒュータ）市場の競争構造

　つぎに，１９６０年代後半以降急速に浮上してきたミニコノピ ュータを中心とす

る小型 コンピ ュータ市場についてみる 。

　表ｎ －２（２）をみると ，すでに指摘したように，この新しい コソピ ュータ市場

には，１９７０年１月の時点で，３２のメーカーが活動していた。そして，その圧倒

的に多数（２６杜）が，１９６５年以降，とくにＤＥＣ杜によるミニコソピ ュータの

開発に刺激されて，新規にミニコソピ ュータ市場に参入した，いわぼベンチャ

ー企業であ った 。

　この小型 コソピ ュータ市場ですでに圧倒的に大きなシ ェアを握っていたのは ，

ミニコ１／ピ ュータの開拓者であるＤＥＣ杜であ った。１９７０年の時点で，ＤＥＣ

杜は，すでに４１ ．４％のシ ェアを占めていた（この表の数字には，汎用 コンピ ュータ

　メーカーの擁する既存の特定用途向けの小型 コソピ ュータの台数も含まれているので ，

純粋のミニコンピ ュータだけでみれば，ＤＥＣ杜のシ ェァはもっと高くな ったとみられ

る）。 こうして，ＤＥＣ杜は，この新市場でｒミニコソピ ュータのＩＢＭ」とい

われる地位を占めることにな った 。

　ＤＥＣ杜に次いでは，ＣＤＣ杜，ヒュレット ・パッ カード杜，ハネウェ ル杜な

どが１，０００台を超える設置台数を擁していた（ＩＢＭも１，０００台を超える設置台数を

擁していたことにな っているが，これは既存の特定用途向け小型 コンピ ュータの設置台

数である）。 しかし，この市場はいま立ち上がったばかりであり ，この時点では

まだ，今後どのように展開していく予測し難い，混沌とした状況にあ った。の

ちに，この市場では，ＤＥＣ杜，ヒュレット ・パッ カード杜，デ ータ ・ゼネラ

ル杜が「ミニコノピ ュータの御三家」といわれるようになるが，この時点では

まだそのような様相は読み取り難い状況であ った 。

　（２）「第３世代」のヨーロッパ ・コンピュータ産業

　以上のようなＩＢＭをはじめとするアメリヵ ・コソピ ュータ ・メーヵ一の動

向を先導力として，１９６０年代後半になると ，全世界 レベルで コンピ ュータ産業

が大きな展開をみせることにな った。さらに，この状況を ヨーロッパの主要諸

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００）



　　　　　　　　　　　ＩＣ時代の コン’ピ ュータ産業（坂本）　　　　　　　　　　６５

国についてみる 。

　はじめに，１９６０年代をとおしての世界各国での コンピ ュータ設置の到達状況

を１９７１年末時点の数字でみると ，表１ －４のようである 。

　　　　　　　　　表皿 一４　世界各国での コソピ ュータ設置状況
　　　　　　　　　　（１９７１年１Ｚ月末時点 ：ミニコ■ピ ュータを含む）

国 名 設置台数 設置金額
構成比（％） （１００万ドル） 構成比（％）

ア メ リ カ ８４，６００ ５９ ．４ ２８，９００ ６０ ．８

西ドイツ
７， ８００ ５．

５ ２， ８９０ ６． １

日 本 ８， ６８０ ６． １ ２， ８６０ ６． ０

イギリス
７， ６００ ５． ３ ２， ４７５ ５． ２

フ ラ ン ス
６， ７００ ４．

７ ２， １５０ ４． ５

ソ 連 ５， ５００ ３． ９
１， ４６０ ３． １

カ ナ ダ ３， ８００ ２．
７

１， ２９５ ２．
７

イタリア
３， ３００ ２．

３
１， ０４０ ２．

２

オランダ
１， ６８０ １．

２ ５３０ １．

１

オーストラリア
１， ３４０ Ｏ．

９ ４１５ Ｏ． ９

スウェー デソ
８００ ０． ６ ４０５ ０． ９

ベルギ
ー

１， ０５０ ０．
７ ３５５ Ｏ．

７

ス イ ス ７５５ ０． ５ ３４５ Ｏ． ７

スベイ　ン
７２０ ０．

５ ２５５ Ｏ．
５

プ ラ ジ ノレ ７３０ ０． ５ ２５０ ０． ５

デンマーク
３９０ ０．

３ １７５ ０．
４

南アフリカ
４８０ ０． ３ １４５ ０． ３

メ　キシコ
３６０ ０． ３ １３０ ０． ３

フィンランド
２５５ Ｏ． ２ １０５ ０． ２

ノールウェイ
２７０ ０． ２ １００ ０． ２

〔小計〕
〔１３６ ，８１０〕 〔４６ ，２８０〕

その他の諸国
５， ５７０ ３． ９ １， ２２０ ２． ６

合計
１４２，３８０ １００ ．０ ４７ ，５００ １００ ．０

（出所）ＩＤＣ，ＥＤＰ１〃郷岬Ｒ砂ｏ〃，Ｄｅｃ．１７．１９７１．による 。

　アメリカが断然突出した到達状況にあることは，１９６０年代はじめと同じであ

るが（本稿シリーズＩの表Ｉ－６を参照），アメリカを含めてとくに先進各国では ，

いずれも６０年代は １じめと対比して，ほぽ８倍から１０倍近い設置台数の増加をみ

たことがわかる 。

　ところで，このような設置状況を実現してい った ヨーロッパの主要各国の コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ンピ ュータ産業の動向はどのようなものであ ったか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０１）
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　（Ｄ　イギリス

　イギリスでは，１９６０年代はじめに吸収合併がすすみ，それまでの コソピ ュー

タ企業群かＩＣＴ杜とＥＥＣ杜という２大 メーカーこ集約されたか，これら２

つの企業は，さらに１９６８年１０月 ，国産 コソピ ュータ ・メーカーの育成をすすめ

る当時の労働党政府の強力な指導のもとで，統合され，ＩＣＬ杜（Ｉｎｔ・ｍ・ｔ１・ｎ・１

Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ　Ｌｍ１ｔｅｄ）が形成された。この新会杜には，同国の有カエレクトロニ

クス ・メーカー プレッシィ 杜（Ｐｌ…ｙ）も資本参加するとともに（１８．Ｏ％） ，

政府もまた新たに制定した産業拡大法を援用して自ら１０５％の資本を出資した 。

さらに政府は，ＩＣＬ杜に対して，向う５年間にわた って，８４０万ドルの運転資

金と３，２４０万トルの研究開発資金を提供した 。

　このような政府の強力なバックァッ プで成立したＩＣＬ杜を軸にして，イギ

リスではどのような競争構造が形成されたかをみると ，表１ －５にようである 。

表皿 一５　１９７１年時点でのイギリ刈こおけるメーカー別コンピ ュータ設置状況

会　　杜　　名 設置台数 設昼金額
シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＣＬ ２， ３５０ ４３ ．９ ５９０ ３５ ．９

ＩＢＭ １， ３００ ２４ ．３ ５４０ ３２ ．８

ＮＣＲ ６７９ １２ ．７ ６５ ４． ０

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ４７２ ８． ８ １９５ １１ ．９

Ｂｍｌｏｕｇｈｓ ２０３ ３．
８ １０５ ６． ４

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕｎｉｖａｃ） １４０ ２． ６ ８０ ４． ９

ＣＤＣ ３１ ０． ６ ４０ ２． ４

その他 １７５ ３．
３ ３０ １．

８

合　　　計
５， ３５０ １００ ．０ １， ６４５ １００ ．０

（注）　 ミニコ：■ピ ュータを含まない。このこともあり ，本表の数字は，前掲表ｎ －４の数字とは一致しない。こ

　　のことは，以下，表皿一６，ｎ－７，ｎ －８についても同様 。
（出所）冒波新聞杜編『電子工業年鑑（１９７３年版）」１９７３年，３０６ぺ 一ジ ，表６０ 。

　表にみるように，１９７０年代はじめの時点のイギリスでは，ＩＢＭが設置台数

て２４３％，設置金額で３２８％の １／エ ァを有していたのに対して，ＩＣＬ杜は台

数で４３．９％，金額で３５．９％を占めていた。こうして，イギリスは，当時，世界

で唯一 国産メーカーがＩＢＭを上回るシ ェァを占める国とな っていた 。

　しかし，ＩＣＬ杜は当時，２大メーカーの合併の結果として，旧来のＩＣＴ杜

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０２）
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の系統の１９００シリーズとＥＥＣ杜の系統のシステム４という２つの異なる主力

機種を擁しており ，これらの製品系列，販売系列をどのようにして一つに結集

するかという課題を抱えていた 。

　の　フラソス

　フラソスでは，すでにみたように，名門のマシソ ・ブル杜が急激に伸長する

市場に追いつけずに資金難に陥り ，１９６４年，アメリヵ ・メーヵ一ＧＥ杜に資本

参加を仰ぐこととな った。これに対して，フラノス政府は，１９６６年，とくに軍

事用の研究開発に超大型 コソピ ュータの必要を痛感し，強力な国産 コソピ ュー

タ育成策を打ち出す必要に迫られた。そこで，ドゴール大統領の指導のもとに ，

Ｐ１ａｎ　Ｃａ１ｃｕ１と 口乎ばれるつぎのような コソピ ュータ振興計画が立てられた（第

１次ｐ１ａｎ Ｃａ１ｃｕ１）。

　１）民間企業の再編成

　アメリヵ企業に対抗できる会杜として ，ＣＡＥ杜（Ｃｏｍｐａｇｎ１ｅＥｕ・ｏｐｅｅｍｅ

ｄ’Ａｕｔｏｍａｔ１ｓｍｅ）とＳＥＡ杜（Ｓｏｃ１ｅｔｅ ♂Ｅ１ｅｃ位ｏｍｑｕｅ　ｅｔ♂Ａｕｔｏｍａｔ１ｓｍｅ）を合併して
，

ＣＩＩ杜（ＣＯｍｐａｇｍｅＩｎｔｅｍａｔ１０ｎａ１ｅｐＯｕ・１’Ｉｎｆｏｍａｔｌｑｕｅ）を設立し，純国産の コ：／ピ

ュータの製造を行う 。

　２）　 コンピ ュータ担当の政府代表の設置

　首相直属の コ■ピ ュータ担当政府代表を設け，○ コ：／ピ ュータ振興計画の作

成， 　財政援助の実行とチ ェック ，　 コンピ ュータの設置および情報処理シス

テム設定の調整，　研究開発，技術教育の促進，なとの業務を行う 。

　３）情報科学のあらゆる研究，スベシャリストの養成などを行う機関

（ＩＲＩＡ）の設立

　この計画にもとずいて ，１９６６年，国内 メーカー２杜，ＣＡＥ杜とＳＥＡ杜が

合併し，ＣＩＩ杜が設立された。同杜は，１９６８年１０月に，ＩＣ採用の中型 コンピ

ュータ ，アイリス５０を発表した。ただ，これは，アメリカ ，ＳＤＳ杜（Ｓｃ１ｅｎｔ１
丘ｃ

Ｄ・ｔ・ Ｓｙ・ｔ・ｍ・）からの技術導入による ，Ｓｌｇｍａ！リースの国産化製品であ った 。

　イギリス ・ＩＣＬ杜とおなじように，ＣＩＩ杜の場合もこうしてフランス政府の

（５０３）
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強力なバックアッ ブで成立したが，ここではどのような競争構造が形成された

であろうか 。

　表１－６にみるように，１９７０年代はじめの時点のフランスでは，ＩＢＭが設置

台数で４３．９％，設置金額で５６．６％のシ ェアを有していたのに対して ，ＣＩＩ杜の

方は台数で６．７％，金額で５．３％を占めるにとどまっていた 。

表皿 一６　１９７１年時点でのフラソスにおけるメーカー別コソピ ュータ設置状況

会　　杜　　名 設置台数 設置金額
シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ ２， ２１５ ４３ ．９ ８６０ ５６ ．６

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ １， ６９０ ３３ ．５ ２００ １３ ．２

ＣＩＩ ３４０ ６．
７ ８０ ５． ３

ＮＣＲ ２６５ ５． ３ ３０ ２． ０

ＩＣＬ １８５ ３．

７ ３５ ２．
３

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕｎｉｖａｃ） １３５ ２． ７ １６０ １０ ．５

Ｂｍｏｕｇｈ・ １０３ ２． ０ ４０ ２． ６

ＣＤＣ ５２ １．

Ｏ ９５ ６． ３

Ｓｉｅｍｅｎｓ ４０ ０． ８ １５ １．

０

その他 １５ Ｏ． ３ ５ ０． ３

合　　　計
５， ０４０ １００．０ １， ５２０ １００ ．０

（注）Ｈｏｎｅｙｗｅ１１には，１，３００台程度のＢｕｌ１杜製の コンピ ュータを含む 。

（出所）富波新聞杜編，則掲書，３０６へ 一ソ ，表６１。

　フラソスでは，１９６０年代前半には，国産メーカーのマシソ ・ブル杜がＩＢＭ

と相拮抗する地位を占めていたが，マシソ ・ブル杜は，その後 フランス政府の

強力なバックア ップにもかかわらず，資金難に陥り ，先にのべたように ，１９６４

年， アメリカ ・メーカーＧＥ杜の資本傘下に入ることにな った。ところが，こ

うしてマシン ・ブル杜を傘下に入れたＧＥ杜自体が，のちにみるように１９７０年

には資金難のため コンピ ュータ事業から撤退し，事業をハ不ウェ ル杜に売却す

ることになる。したかって，１９７１年時点の状況を示す表１ －６ではマ：■：／ ・フ

ル杜系列の コソピ ュータのシ ェアはハネウェ ル杜のシ ェアに引き継がれている 。

マシソ ・プル杜の部分を合むハネウェ ル杜のシ ェアは，台数で３３．５％，金額で

１３．２％にとどまっ ている 。

（５０４）
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　　　西ドイツ

　西ドイツでは，１９６０年代を経過するなかで，６０年代はじめに活動していた国

産メーカーのうち，ツー ゼ杜が政府の要請によりシーメンス杜に吸収され，ま

たスタンダルド ・エレクトリーク杜は供給を停止した。他方，新たに ニックス

トルフ杜（Ｎｌｘｄ・・ｆ）が小型 コソピ ュータ事業に参入した。したか って ，１９７０年

代はじめの段階で，主要な国産 メーヵ一 は， シーメソス 杜， ＡＥＧテレフソヶ

ソ杜，およびニックスドルフ杜であ った 。

　ここで，１９７０年代はじめの時点での西ドイツの競争構造をみると ，表１ －７

のようである 。

表皿 一７　１９７１年時点での西ドイツにおけるメーカー別コンピ ュータ設置状況

会　　杜　　名
設置台数 設置金額

シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ ３， ２００ ５３ ．２ １， ３００ ６２ ．３

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ７７０ １２ ．８ １５０ ７． ２

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕ拙ｖａｃ） ７６０ １２ ．６ ２３０ １１ ．０

Ｓｉｅｍｅｎｓ ５５０ ９． １ ２２０ １０ ．５

ＮＣＲ ３６５ ６． １ ４８ ２．
３

ＡＥＧ＿Ｔｅ１ｅｆｍｋｅｎ １２０ ２． ０ ２４ １．
１

ＣＤＣ ９１ １．

５ ９２ ４． ４

Ｂｍｏｕｇｈｓ ９ ０， １ ３ Ｏ． １

その他 １５０ ２．

５ ２１ １．

０

合　　　計
６， ０１５ １００ ．０ ２， ０８８ １００ ．０

（注）Ｈｏｎｅｙｗｅ１１には，５００台程度のＢｕ１１杜製の コンピ ュータを含む 。

（出所）電波新聞杜編，則掲書，３０６へ 一ソ， 表６２ 。

　西ドイッでは，ＩＢＭが１９６０年代前半の時点では６０％を超える圧倒的たシ ヱ

アを占めていたが，このような状況は，６０年代を経過した時点でも基本的に変

わっ ていない。この時点でも ，ＩＢＭは依然として設置台数で５３．２％，金額で

は６２．３％を占めていた 。

　これに対して，国産 ・メーカーとしては，シーメソス杜が台数で９．１％，金

額では１Ｏ．５％，またＡＥＧテレフンヶン杜が台数で２．０％，金額ではわずか
１．

Ｏ％を占めるにとどまっ ていた。こうして，西ドイツ ・コソピ ュータ市場は ，

依然として８０％以上がアメリカ ・メーカーの支配する世界であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０５）
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　西トイソの場合，政府が自国の コノピ ュータ産業育成政策に具体的に着手し

たのは，ヨーロッパ主要諸国のなかでももっとも遅く ，１９６７年のことであ った 。

しかも ，西ドイツの育成政策の特徴は，ハードウェ アよりもむしろソフトウェ

ァ技術開発に重点をおいたものであったことである。西ドイツ政府は，１９６７年 ，

第１次情報処理振輿計画を実施し，これに７０年までの４年問で約３億５，Ｏ００万

ドルを投入した。その主な目的は，¢政府公共部門の情報処理システムの高度

化と不ヅトワーク！ステムの導入，　情報処理 ！ステムの開発とレヘルアソ プ

にあ った。１９６８年には，この計画の実施機関として，研究技術省ＢＭＦＴの管

轄下に，特殊法人 ・数理テータ開発公杜ＧＭＤ（Ｇ…１１・・
ｈ・ｆｔ　ｆｕ・ Ｍ・ｔｈ・ｍ・ｔ１ｋ　ｍｄ

Ｄａｔｅｎ・ｅｒａｒｂｅ１ｔｍｇ）か設立された
。

　＠　イタリア

　イタリアでも ，市場構造の状況は，１９６０年代前半と基本的に変わらなかった 。

アメリヵ ・メーヵ一がその殆どを占め，とくにＩＢＭが設置台数で４８．５％，金

額では６０．５％を占めていた 。

　１９７０年代はじめの時点でのイタリアの競争構造は，表ｎ －８のとおりてある 。

　　表皿 一８　１９７１年時点でのイタリアにおけるメーカー別コンピ ュータ設置状況

会　　杜　　名
設置台数 設置金額

シェ ア（％） （１００万ドル） シェ ア（％）

ＩＢＭ １， ３１０ ４８ ．９ ３７５ ６０ ．５

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ９００ ３３ ．６ １５５ ２５ ．０

Ｓｐｅｎｙ（Ｕｎｉｖａｃ） ４００ １４ ．９ ７５ １２ ．１

ＮＣＲ ３０ １．

１ ４
Ｏ．
６

ＣＤＣ ７ ０． ３ ８
１．
３

その他 ３３ １．

２ ３
０．
５

合　　　計
２， ６８０ １００ ．０ ６２０ １００ ．０

（出所）電波新聞杜編，前掲書，３０７ぺ 一ジ ，表６３ ．

　１９６４年，イタリア唯一の コンピ ュータ ・メーカー であ ったオリベッ ティ 杜が ，

資金難からアメリカ ・メーカーＧＥ杜の資本傘下に入った。しかし，こうして

オリベッ ティ 杜を傘下に入れたＧＥ杜自体が，のちにみるように１９７０年には資

金難のため コノピ ュータ事業から撤退し，事業をハ不ウェ ル杜に売却すること

　　　　　　　　　　　　　　　　（５０６）
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になる。したがって，１９７１年時点の状況を示す表１ －８ではオリベッ ティ 杜系

列の コンピ ュータのシ ェアは，ハネウェ ル杜のシ ヱアに引き継がれている。オ

リベッ ティ 杜の部分を含むハネウェ ル杜のシ ェアは，台数で３３．３％，金額で

２５．０％であ った 。

（３）全世界のメーカー別コンピュータ設置状況

以上，「第２世代」コソ　　　　　表皿一９世界市場でのメーカー別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コソピ ュータ設置状況
ピュータ時代の競争構造を　　　　（１９７１年１２月末現在設置金額，ソ連東欧を除く）

アメリカ１および ヨーロッパ

の主要諸国についてみてき

た（日本については後述）。

ここで，以上みてきたこと

を， 全世界 レベルでの コン

ピュータのメーカー別設置

状況によっ て， 総括してお

こう 。

　表１ －９は，この状況を

設置金額で概括したもので

ある（ただし ，ソ 連・ 東欧圏

を除く）。

　これによれぱ，世界市場

の約６０％を占めるアメリカ

市場（前掲表卜４を参照）

を１００％支配していること

を背景にして ，１９７０年代は

じめにはアメリカ ・メーカ

ーが全世界市場の９２．３％を

占めていることがわかる 。

メーカー
設眉＝金額
（１００万ドル） シェ

ア（％）

ＩＢＭ ２８，７３０ ６２ ．１

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ３， ９０２ ８． ４

Ｓｐｅｒｒｙ（Ｕｎｉｖａｃ） ２， ３１１ ５． ０

Ｂｍｌｏｕｇｈｓ
１， ８３８ ４． ０

ＣＤＣ １， ５８８ ３． ４

ＲＣＡ ９４８ ２． ０

ＮＣＲ ８７５ １．
９

ＤＥＣ ５３９ １．

２

ＸＤＳ ４４０ １．

０

その他のアメリカ ・メーカー
１， ５６０ ３． ４

アメリカ ・メーカー 小計
４２ ，７３１ ９２ ．３

ＩＣＬ １， １９０ ２． ６

Ｓｉｅｍｅｎｓ ３９０ Ｏ．
８

Ｐｈｉ１ｉｐｓ １０５ ０． ２

ＣＩＩ ６５ ０． １

ＡＥＧ＿Ｔｅ１ｅｆｍｋｅｎ ６５ ０． １

その他のヨーロッパ ・メーカー １２５ ０． ３

ヨーロッパ ・メーカーノ」・
言十 １， ９４０ ４． ２

富士通 ５１５ １．

１

日本電気 ４１９ Ｏ． ９

日立製作所 ３５６ ０． ８

東京芝浦電気 １５５ ０．
３

沖電気工業 １１５ Ｏ． ２

その他の日本 ・メーカー ５５ Ｏ． １

日本 メーカー 小計
１， ６１５ ３． ５

合　　　計 ４６，２８６ １００ ．Ｏ

（出所）ＩＤＣ，厄Ｄア１〃郷りＲ功ｏ〃，Ｄｅｃ．１７．１９７１ ：Ｍ砒ｃｈ３０ ．
　　１９７２．による 。

　（５０７）
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アメリヵ ・メーヵ一のなかでもとくにＩＢＭは別格で，単独で全世界の６２．１％

を占めた 。

　これに対して，ヨーロッパ ・メーカー は４．２％，日本 ・メーカー はわずか
３．

５％を占めるにとどまっ た。

　また，アメリカを除く全世界 レベルでみると ，アメリカ ・メーカー は， 台数

で約７５％，金額では約８０％を占めていた。この場合，ＩＢＭの占めるウェイト

は， 台数で約３９％，金額では約５８％であ った（ただし，これは１９７０年１月現在の
　　　　　　１４）
実績にもとづく）。

　１２）ＣＤＣ杜については，Ｗ１ｓｅ，Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ’ｓ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｆｍｂ１ｅ ハｏ伽肌，
　　　Ａｐｒｉ１１９６６ ：北正満『ＩＢＭとの攻防』第４章，などを参照 。

　１３）以下，ヨーロッパ主要諸国の コンピ ュータ産業の状況については，主として電

　　　波新聞杜編『電子工業年鑑』各年版における，電子計算機の「海外の動向」によ

　　　る 。

　１４）　ＩＤＣ，１１；ＤＰ１〃４鮒６びＲ功ｏ〃，Ｊｕ１ｙ２７．１９７０による
。

３． 「第３世代」の日本コンピュータ産業

　以上，ＩＢＭシステム３６０の発表に始まっ た１９６０年代後半の，ｒ第３世代」コ

ソピ ュータ産業の世界的な展開をみてきた。ところで，このような世界 コンピ

ュータ産業の新たな展開に，日本の コンピ ュータ ・メーカー は， どのように対

応していったであろうか 。

　結論的にいえぱ，日本の コソピ ュータ産業にとっ てのこの段階は，１９６０年代

前半までにすすめられた政府の積極的な コンピ ュータ産業育成政策に支えられ

て，コンピ ュータ ・メーヵ一各杜がＩＢＭをはじめとするアメリヵ ・メーヵ一

に対抗しうる独自の！ステム をいよいよ本格的に発表し始め，国内市場では一

気に国産メーカーの優位を確立していく時代であ った 。

（５０８）
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　（１）国産メーカー各社の製品開発

　本稿シリーズＩでみたように，日本 メーカー は， １９６０年代に入ると ，政府の

主導で実現したＩＢＭの コンピ ュータ特許の公開とレンタル代行機関 ・目本電

子計算機の設立に支えられて，それぞれ独自の製品展開を開始した。しかし ，

周辺装置技術やソフトウェ ア技術面でのギ ャッ
プ， 製造 ノウハウでの立お遅れ

は大きく ，これを一気に盛り返すために，他方では各杜ともアメリカ ・メーカ

ーとの技術提携に依拠していくことにな った 。

　こうして，日本 メーカーは，一方では政府の積極的な国産 コンピ ュータ育成

政策を基盤とし，また他方ではアメリカ ・メーカーの先進的な技術を貧欲に吸

収しながら，それぞれ独自の製品開発をすすめた。この動きは，１９６４年４月 ，

ＩＢＭがｒ第３世代」を拓くシステム３６０を発表するに及んで，一挙に本格化し

た。 このなかで；各杜は相次いで，システム３６０に対抗するシリーズ ・マシン ，

つまり同一のアーキテクチ ュアを複数のモデルで実現するファミリー・ システ

ムを発表してい った 。

　０　日本電気

　システム３６０発表当時，国産トッ プ・ メーカーの地位にあ ったのは，日本電

気であ った 。

　日本電気は，１９５０年代末に開発されたＮＥＡＣ－２２０１．２２０３．２２０２を引き継ぎ ，

１９６０年代に入 って小型の２２０４，超小型の１２０１，大型の２２０６，中型の２２３０を発表

した。とくに，小型２２０４，超小型１２０１は，当時の日本の実情にあ った コンピ ュ

ータとして「国民車」的な役割を果たした 。

　しかし，上にのへたような当時の日本メーカーの　般的な事情のなかて，目

本電気は１９６２年７月 ，アメリカ ・メーカー ハネウェ ル杜と技術提携を結ぶこ

とにな った。そして，この提携にもとづいて ，１９６４年，ハネウェ ル杜の

Ｈ－２００の国産化版とな ったＮＥＡＣ－２２００を発表した 。

　さらに，１９６４年４月 ，ＩＢＭシステム３６０が発表されると ，これへの対抗機の

開発を急がざるをえなくな った。日本電気は，１９６５年，「第３世代」対応機と

　　　　　　　　　　　　　　　　（５０９）
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して・先のＮＥＡＣ－２２００を核に，これを拡張 ・シリーズ化したＮＥＡＣ－２２００シ

リーズを発表した 。

　２２００シリーズは，まず当初，小型のモデル１００から大型５００までの５機種から

なるシリーズとして発表された。とくに大型 モデル５００には，わが国ではじめ

て論理素子にＩＣが用いられるとともに，同杜が独力で開発したオペレーティ

ング ．システム（ＯＳ）ＭＯＤＥ－ＩＶが採用された。ＭＯＤＥ－ＩＶはオ１／ライン処

理と同時に多数のプ ログラム を実行するマルチプ ログラミソグを可能にした ，

当時としてはきわめて先進的なＯＳであ った 。

　このシリーズは，わが国で最初にｒ単一製品ライン（ワン ・マシン）」概念の

もとで設計されたファミリー・ システムであり ，モデル間にプ ログラムの互換

性があ って，業務量の拡大などにともな って上位モデルに移行する際にソフト

ウェ ア資産を継承できる，画期的を製品であ った。また，プ ロクラムだけでは

なく ，周辺装置の接続に標準インターフェイスを設定して，各モデル間で共通

に使用できるように設計されていた 。

　２２００シリーズは，その後１９６６年には，小型にもＩＣを採用したモデル５０を迫

加し，さらに６８年には超大型モデル７００を発表した。また，６９年にはモデル２５０ ，

１５０を発表し，それらの展開を含めて，７１年にはわが国で最初の通信制御機能

を付加した一連のモデル ，７５，１７５，２７５，３７５，５７５を発表した。こうして ，

２２００ ：■リースは，小型から超大型るで合計１４モテルからなるファミリー・ ノス

テムとな った 。

　以上の汎用 コソピ ュータとは別に，日本電気は，この時期に出現し始めたミ

ニコンピ ュータの分野で，１９６７年にＮＥＡＣ－３１００，さらに６９年にのちのＭＳシ

リーズにつながるＮＥＡＣ－３２００，ＮＥＡＣ－Ｍ４を発表した。また，１９６１年に出さ

れた超小型 コンピ ュータＮＥＡＣ－１２０１はさらにトランジスタ化されて１２１０
．

１２４０．１２４０Ｄと展開し，１９７０年代に入 ってオフィス ・コンピ ュータのベスト

セラー機ＮＥＡＣシステム１００に引き継がれていく
。

（５１０）
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　　目立製作所

　目立製作所は，１９５０年代末に開発したＨＩＴＡＣ－１０２，３０１，５０１のあと ，６１年

に入って小型２０１を発表した 。

　しかし，日立製作所はこの直後の１９６１年５月にＲＣＡ杜と技術提携を結び ，

これにもとづいて ，１９６２～６３年にはＲＣＡ杜の中型ＲＣＡ－３０１（１４０１対抗機種）

およぴ大型３３０１の国産化を図り ，これをＨＩＴＡＣ－３０１０．４０１０として発表した 。

他方，日立製作所は同時に自杜開発による技術計算用の大型機ＨＩＴＡＣ
－５０２０

を１９６４年に発表し，翌年京都大学，日本電々公杜電気通信研究所，東夙大学に

納入された。この機種は，当時アメリカ ・メーカーに圧倒的に押しまくられて

いた科学技術計算用の大型機の分野ては１じめて成功した純国産機ということで

注目された 。

　しかし ，１９６４年４月 ，ＩＢＭシステム３６０が発表されると ，これへの対抗機の

開発を急がざるをえなくな った。目立製作所は，１９６５年，「第３世代」対応機

として ，ＨＩＴＡＣ－８０００シリーズを発表した。このシリーズは，技術提携先

ＲＣＡ杜が１９６４年に発表したＳｐｅｃｔｒａ－７０ノリースの基本理念をもとに設計され

たものであ った 。

　ＨＩＴＡＣ－８０００！リースは，１９６５年以降，７０年代はじめにかけて順次展開し

ていくが，それは大きく３つのグループに分けられる 。

　第１は，初期のＨＩＴＡＣ－８０００シリーズである。このシリーズは，小型８２００ ，

中型８３００．８４００，大型８５００の，４つのモデルから構成されていた 。

　第２は，初期のＨＩＴＡＣ－８０００シリーズを機能拡張したＨＩＴＡＣ－８×５０シリ

ーズと口乎ばれるものである 。１９７０年代に入るころから，コンピ ュータ ・システ

ム技術の方は，データベ ース指向，つまり情報の加工を主とする従来の コンピ

ュータ利用技術から，一元管理された情報を更新 ・検索するというテータヘ ー

ス・ システムを重要視する方向にすすみつつあ ったが，こうした方向に応える

ものとして ，１９７１～７２年にＨＩＴＡＣ
－８４５０．８３５０．８２５０の３つのモテルが発表さ

れた。これが，ＨＩＴＡＣ－８×５０シリーズと 口乎ばれるものである 。

　第３は，１９７２年に発表されたＨＩＴＡＣ－８８００／８７００！リースである。政府は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１１）
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ＩＢＭ ！ステム３６０の発表に直面し，わが国の コンピ ュータ技術水準を外国 メー

ヵ一と競争できるよう高度化するために，１９６２年の大型 コソピ ュータＦＯＮ ．

ＴＡＣ開発計画に引き続き ，１９６７年，約１００億円の開発資金を投入して超高性

能コンピ ュータ開発プ ロジ ェクトを発足させた。このプ ロジ ェクトは１９７２年８

月完成されたが，このプ ロジ ェクトで中心的な役割を果たした日立製作所がそ

の成果を商品化したものが，このＨＩＴＡＣ－８８００／８７００シリーズである
。

　以上の汎用 コンピ ュータとは別に，日立製作所は，１９６９年，ミニコノピ ュー

タとしてＨＩＴＡＣ－１０を発表した。これは，小型，高性能，高信頼性を誇り ，

ミニコンピ ュータのベストセラー機とな った。また，オフィス ・コソピ ュータ

としては，１９７２～７３年にＨＩＴＡＣ－５，５５，５１Ｉなどを発表することになる
。

　（３）富士通

　富士通の場合，トランジスタ式の コソピ ュータの発表は１９６０年代にずれ込み ，

１９６１年にな ってＦＡＣＯＭ－２２２を発表した。これは，当時国産最大規模の　般

事務用 コンピ ュータであ った。さらにこれに引き続き ，ＦＡＣＯＭ－２２２のバー

ジョソとして２４１，２３１の２つのモデルを発表した 。

　ところで，１９６０年代に入って国産各杜は技術的なキ ャッ チア ップをめざして

アメリカ ・メーカーとの技術提携に入っていったが，本稿シリーズＩでふれた
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ように富士通は，独自開発路線をすすんだ 。

　１９６４年４月のＩＢＭシステム３６０の発表に遭遇して，富士通は，独自開発に

もとづき ，１９６４年のＦＡＣＯＭ－２３０の発表を皮切りにして，ｒ第３世代」の対

応機としてＦＡＣＯＭ－２３０および２７０という２つのシリーズを発表した 。

　ＦＡＣＯＭ－２３０シリーズは，１９７０年代はじめにかけて順次展開していくが ，

それは大きく４つのグループに分けられる 。

　第１は，初期のＦＡＣＯＭ－２３０シリーズである。このシリーズは，小型
２３０－１Ｏ，中型２３０－３０，２０および４０，大型２３０－５０という４つのモデルから成って

いた 。

　この初期 シリーズは，２３０－３０と位置づけられることになる１９６４年の

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１２）
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ＦＡＣＯＭ－２３０の発表のあと ，６５年には大型モデル２３０－５０が発表された。１９６２

年， 通産省の主導のもとに富士通，目本電気，沖電気工業の３杜の組合によっ

て， ＩＢＭ７０００シリーズヘの対応機の開発をめざすプ ロジ ヱクトがスタートし ・

６４年にＦＯＮＴＡＣと呼ばれる大型 コソピ ュータが開発されたが，プ ロジ ェク

トて中心的な役割を担った富士通かこれを商品化したのか，２３０－５０であ った 。

　２３０－５０に引き続き ，１９６５年３月には，当時 コソピ ュータの「国民車」版との

評価を得た小型モデル２３０－１０が発表された。この コソピ ュータは，０演算，分

類， ファイル，印刷の基本的な機能を備え，　上級機種への転換あるいは連携

が容易であり ，　専門訓練を受けない初心者でも扱え，＠その上価格が安い ，

とい った，当時の小型機としてはきわめて独創的な コソピ ュータで，発売以来

爆発的な人気を口乎んだ。それは，当初の５年間あまりで受注台数が１
，Ｏ００台を

超え，当時としてはベストセラー 中のベストセラーとな った。これは，とくに

小規模企業への コソピ ュータの普及に画期的な役割を果たした。これによっ
て，

富士通は１９６８年には コ■ピ ュータ売上高，国産メーカーのトヅ プに躍進するこ

とにな った 。

　なお，このＦＡＣＯＭ－２３０シリーズは，一貫した設計思想にもとづき各モデ

ル間にソフトウェ アの互換性を実現していたが，「単一製品ライソ」概旬こよ

るものではなく ，中小型モテルでは可変語長方式，大型モテルでは固定語長方

式を採用するという ，「２つの目」をもっ た独特のシリーズであ った 。

　第２は，１９６８年と７０年に発表された，初期ＦＡＣＯＭ－２３０ノリースの拡張第

１段としてのＦＡＣＯＭ－２３０モデ ノレ６０，７５である。これらは，２３０－５０を上回る

大型機の開発をめざして実玩したものである。このモデル以降，論理素子とし

てＩＣの全面的な採用が実現することにな った 。

　第３は，１９６８年以降，７１年にかけて順次発表された，ＦＡＣＯＭ－２３０
‘５’と呼

はれる！リースである。これは，１９６８年８月発表されたモテル２５，３５
，４５，７０

年４月発表されたモデル１５，７１年２月発表された４５Ｓ（モデル４５の機能強化版） ，

そして７１年１１月発表された大型 モデル５５から成 っていた。これは，初期

ＦＡＣＯＭ－２３０シリーズの後継機として，とぐに当時要請が高まっ ていた情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１３）



　７８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第４号）

ネットワークの形成に適する機能を強化したものであ った 。

　第４は１１９７４年発表された，ＦＡＣＯＭ－２３０ ‘５’！リースの後継機種としての
，

ＦＡＣＯＭ－２３０ ‘８’と呼ばれるシリーズである。これは，２８，３８，４８，５８という

４つのモデルから成っていた。このシリーズは，並行して発表されたＩＢＭ コ

ンバチブル ・マシン，Ｍシリーズと既存のＦＡＣＯＭ－２３０
‘５

’シリーズをつなく・

ステ ップ ・マシンとして開発されたものであ った（Ｍシリーズについては，本稿

シリーズ皿で説明する）。

　ＦＡＣＯＭ－２３０ ：！リースと並行して，もう一つ２７０！リースが開発され，１９６５

年より順次発表された。これは，超小型１０，小型２０，中型３０の３つのモデルか

ら成っていた。この ：■リースは，とくに科学技術計算およぴプ ロセス制御用を

目的としたものであ った 。

　以上の汎用 コンピ ュータとは別に，富士通は，この時期に出現し始めたミニ

コンピ ュータの分野で，１９６９年にＦＡＣＯＭ－Ｒを発表した。ＦＡＣＯＭ－Ｒは
，

２３０－６０で採用されたＩＣ技術を駆使して開発されたものあ った。その後 ，

ＦＡＣＯＭ－Ｒの開発経験をもとに，この分野で ，１９７１年にはＦＡＣＯＭ－Ｒ－Ｅ，７２

年には教育用ミニコソピ ュータＦＡＣＯＭ－Ｍａｔｅ，７４年には多目的制御用ミニコ

ンピ ュータＦＡＣＯＭ－Ｕ２００を完成させている
。

　　　東思芝浦電気

　東芝が本格的な コ：／ピ ュータを発表するのは，１９６２年，ＩＢＭ１４０１の対抗機

として開発されたＴＯＳＢＡＣ－４２００においてである。しかし，東芝の コノピ ュ

ータ開発の方向が固まるのは，１８６４年１０月 ，ＧＥ杜との技術提携の締結によっ

てであり ，この提携にもとづき，同杜は，同年，ＧＥ－２２５の国産化版 ，
ＴＯＳＢＡＣ－５４００を発表した

。

　ＩＢＭシステム３６０の展開がすすむなかで，同杜は，１９６０年代後半，上の提携

機をべ一スにしながら，他杜と同様に一連のシリーズ ・コ１／ピ ュータの開発 ・

発表した。１９６４年発表のＴＯＳＢＡＣ－５４００をへ 一スとしたＴＯＳＢＡＣ－５４００！

リース ，さらに１９７０年発表の大型５６００ ：／リースである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１４）
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　ミニコ：／ピ ュータの分野では，１９７０年にＴＯＳＢＡＣ－４０！リースが発表され

ている。さらに，これらとは別に，１９６５年には５つのモデルからなるプ ロセス

制御用の専用 コンピ ュータＴＯＳＢＡＣ－７０００を発表している。また，１９６７年に

超小型 コンピ ュータのＴＯＳＢＡＣ－１１００ノリースを発表して抽り ，これは１３５０ ．

１５００などを経て ，１９７０年代のオフィス ・コソピ ュータ ・シリーズにつなが って

し・ く。

　（５）沖電気工業 ・沖ユニ バック

　沖電気工業は，１９６１年に，中型 コソピ ュータ ，ＯＫＩＴＡＣ－５０９０を発表し ，

これは比較的好評を博した。しかし ，１９６３年にスベリー・ ラソド杜と技術提携

を結んで，沖 レミ１／トソ（のちの沖ユニバック）を設立し，この会杜がＯＵＫの

ブランドでスベリー・ ランド杜のＵＮＩＶＡＣの国産化を行うことにな った 。

　そこで，１９６０年代後半以降，沖電気工業自身は，一時期独自の開発努力を行

ったこともあ ったが，結局汎用 コソピ ュータから撤退し，新しく浮上してきた

ミニコンピ ュータの分野に精力を注ぐことにな った 。

　沖電気工業は，１９６８年，ＯＫＩＴＡＣ－４３００をもっ てミニコ：■ピ ュータ市場に

参入した。このミニコソピ ュータは，「一万ドルのミニコン」といわれ，小型

・高性能 ・低価格と三拍子そろっ たコソピ ュータとして好評を得た。さらに

１９７０年には，４３００の上位モデルとして４５００を発表した 。

　１９７０年代に入ると ，ミニコソピ ュータの高機能化の要請に応えるために，さ

らにｒワソ ・マシソ」概念にもとづく機種の開発をすすめ，１９７５年にＯＫＩ －

ＴＡＣシステム５０を発表している 。

　他方，沖ユニ バックの方は，ＵＮＩＶＡＣ－１０００シリーズをＯＵＫブランドで

国産化を開始した。同杜はさらに１９６６年に，ＵＮＩＶＡＣ－９０００シリーズを国産

化したＯＵＫ－９２００Ｉ，９４００を発表した。ＵＮＩＶＡＣ－９０００ノリースは，スペリ

ー・ ランド杜がＩＢＭシステム３６０の対抗機として開発したシリーズ ・マシソ

であ つた 。

（５１５）
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　　　三菱電機

　三菱電機の コンピ ュータ第１号は，１９６０年に発表されたＭＥＬＣＯＭ－１１０１で

ある。しかし，これはもっ はら科学技術計算用であり ，本格的な汎用 コ：■ピ ュ

ータとして発表されたのは，１９６４年，２年前のＴＲＷ杜との技術提携にもと

づき開発されたＭＥＬＣＯＭ－１５３０（ＴＲＷ－５３０の国産化版）であ った 。

　しかし，ＭＥＬＣＯＭ－１５３０が発表された時点ではすでにＩＢＭシステム３６０が

発表されており ，三菱電機は早速これへの対応を迫られた。そこで，同杜は翌

年には１５３０の後継機として，シリーズ ・マシソＭＥＬＣＯＭ－３１００シリーズを発

表した 。

　さらに，１９７０年には，３１００シリーズの強化を図る必要にせまられ，アメリカ

ＸＤＳ杜（Ｘ…ｘ
Ｄ・ｔ・ Ｓｙ・ｔ・ｍ・ Ｃ・・ｐｏ・・ｔ・・ｎ）との技術提携によっ て， 同杜の

Ｓ１ｇｍａ－５およぴ７を導入し，これの国産化版をＭＥＬＣＯＭ－７５００．７７００として

発表した 。

　なお，三菱電機は，小型 コンピ ュータ分野では，すでに早く１９６２年に ，

ＴＲＷ－３３０をプ ロセス制御用 コソピ ュータＭＥＬＣＯＭ－３３０として国産化した 。

また，１９６８年には，オフィス ・コンピ ュータＭＥＬＣＯＭ－８０シリーズを発表し

た。 さらに，本格的なミニコンピ ュータとして ，１９７１年にＭＥＬＣＯＭ－７０を発

表している 。

　日本 メーカー は， １９６０年代に入ると ，一方では政府の積極的な国産 コソピ ュ

ータ育成政策を基盤にし，また他方ではアメリカ ・メーカーの先進的な技術を

貧欲に吸収しながら，それぞれ独自の製品開発をすすめた。そして ，１９６４年４

月， ＩＢＭがｒ第３世代」を拓くシステム３６０を発表するに及んで，その動きは ，

一挙に本格化していった。このなかで，各杜は，以上でみたように，相次いで

システム３６０に対応するシリーズ ・マシン，つまり同一のアーキテクチ ュアを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
複数のモデルで実現するファミリー・ システム を発表してい った 。

（２）ＩＢＭコンピュータの現地生産化　　日本アイ ・ビー・ エムの活動

１９６４年，ＩＢＭシステム３６０発表以降の，以上のような日本 メーカー各杜の積

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１６）
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極的な動きに対して，他方，すでに１９６１年にＩＢＭワールドトレード杜との技

術援助契約の発効によっ て日本での コンピ ュータの現地生産化の条件を確保し

ていた日本アイ ・ビー・ エムはどのような動きを示したであろうか 。

　日本アイ ・ヒー・ エムは，１９６１年に完成した東凧 ・千鳥町工場をへ一スに ，

６３年４月 ，前年に発表されたＩＢＭ１４４０の現地生産化を堅妻し，聖年９月に第

１号機を完成した。技術導入契約の発効上は１９６１年から現地生産化が可能とな

っていたが，日本政府の国産 コソピ ュータ育成政策のもとで生産開始までに２

年の猶予を求められたため，６３年からのスタートとな った 。

　さらに，日本アイ ・ビー・ エムは，１４４０の現地生産に引き続き ，１９６５年３月 ，

システム３６０モデル２０および４０の現地生産を発表した。このため，同杜牢ＩＢＭ

ワールドトレード杜との技術援助契約の５カ年延長を申請した。新たな技術援

助契約は，１９６６年正式に認可され，これによっ てシステム３６０の現地生産が可

能にな った。１９６６年６月 ，モデル４０の第１号機を完成した 。

　日本アイ ・ビー・ エムは千鳥町工場でのシステム３６０の現地生産化の成功を

踏まえ，さらにシステム３６０の量産体制を確立する必要に迫られた。そこで ，

神奈川県藤沢市で新工場の建設に入り ，１９６７年５月完成した。そして，千鳥町

工場でのシステム３６０の生産体制を新工場に移し，６７年８月よりここで生産を

開始した。この藤沢工場の完成によっ て， 日本アイ ・ビー・ エムはアメリカ本

国および ヨーロッパ諸国でのＩＢＭの他の工場と対等の技術水準の工場を擁す

るようになり ，ＩＢＭの世界三拠点同時並行型の生産システムの一翼を担う条

件を確保することにな った 。

　１９６９年９月にＩＢＭは小型 コ：／ピ ュータ ，：■ステム３を発表したが，藤沢工

場はさらにこのシステム３のグ ローバルな供給の一翼を担うことにな った 。

　このような日本での現地生産体制の強化によっ て， 目本アイ ・ビー・ エムは

日本でのインサイダー化を急速に強め，日本メーカーとの間で熾烈な競争を繰
　　　　　　　　　１７）
り広げることにな った 。

（５１７）
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　（３）１９６０年代末の日本コンピュータ産業

　すでに本稿シリーズＩでみたように，政府の積極的な育成政策と ，日本 メー

カー各杜の積極的な コソピ ュータの商品化，新機種開発の取り組みのなかで ，

１９６０年代の半ぱには，日本メーカーの コンピ ュータ設置台数は外国 メーカー を

凌駕するようにな っていた 。

　このような状況は，さらに上にみたような日本 メーカー各杜の新機種開発競

争の活発化のなかで，１９６０年代後半に入ってより一層明確なものとな ってきた 。

設置台数に続いて，設置金額でも ，１９６８年には外国 メーカーを超えるところに

到達した。１９７０年時点でみると ，設置台数では７０．８％を国産機が占めており ，

設置金額でも５５３％を国産機が占めるようにな っていた。ただ，設置台数と設

置金額の国産機 ！エ アの差か示しているように，大型機については，依然とし

て外国機が優位にたっており ，国産機がこれを超えるまでには至らなかった 。

これが，この段階の日本メーヵ一の，外国 メーヵ一 とりわけＩＢＭに対する

キャッチア ップの状況を端的に示していた（以上，本稿シリーズＩの表Ｉ－１２を参

照）。

　ところで，こうして１９６０年代に国産 メーカーが国内市場で ，コ：■ピ ュータ先

進企業，アメリカ ・メーカーのシ ェアを凌駕するようにな ってくるのは，ヨー

ロッパ主要諸国の場合とは大きく異なるところである 。

　すでに指摘したように，この点で注目されるのは，アメリカ ・メーカーの進

出に対して各国政府が国産 コンピ ュータ育成政策を打ち出すに至る時期の違い

である。日本の場合，「第３世代」コソピ ュータの出現にはるかに先立ち，す

でに１９５０年代末より積極的な国産 コソピ ュータの育成政策が政府の主導ですす

められてきた。これに対して，ヨーロッパの主要諸国で政府がこれを積極化す

るのは，先にみたように，コンピ ュータ「第３世代」が展開し始める１９６０年代

後半になってからであ った。そして，この時期は，世界 コソピ ュータ産業で ，

！ステム３６０によっ てｒ第３世代」を主導したＩＢＭが大きく基盤を強化する

時期であ った。したがって，この段階に至って打ち出された ヨーロッパ主要諸

国の育成政策の効果は，実際には厳しいものとならざるをえなか った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１８）
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　こうして，国産 コンピ ュータ育成政策を打ち出した時期の違いが，ヨーロッ

パ主要諸国と目本の コンピ ュータ産業のそれ以後の発展に大きな違いをつくり
　　　　　　　　　　　　　　１８）
出すことにな ったように思われる 。

　さて，この段階の日本の汎用 コソピ ュータ産業の競争構造は，具体的にどの

ようなものであ ったか 。

　表ｎ －１０は，１９６０年代末　　　　表皿 一１０日本におけるメーカー設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 シェ ア推移（１９６８～７０年 ：設置金額）
（１９６８～７０年）の状況を設置

金額で示したものである 。

　これによれば，１９６８年時

点で国内市場第１位を占め

るのはＩＢＭであり ，全体

のち ょうど３分の１ ，

３３．６％を占めていた。これ

に対する国産メーカーのト

ップは日立製作所で１７．Ｏ％

を占め，ついで富士通と日
　　　　　　　　　　　　　　　（庄）　＊は不詳。それらの合計は，「その他」に示されている 。

本電気がほ〃ま同じ１２．４～　　
（出所）『日経 コンピゴタ』１９８６年１月２０日 ’４９ぺ 一ジ ’表１ ’

　　　　　　　　　　　　　　　　　および『コンピ ュー一トピア」１９７１年１月号，による 。

５％を占めていた 。

　しかし，この表が示す３年間のうちにも ，のちの趨勢につながる大きな変化

がすすんでいる。そのもっとも顕著なものは，富士通のノェ アの急上昇である 。

富士通のシ ヱアは，１９６８年の１２．５％が，７０年には１６．０％に上昇して，一気に日

立製作所と並んでいる。先に，富士通がＦＡＣＯＭ－２３０モデル１０のヒットによ

って１９６８年には コンピ ュータ売上高で国産メーカーのトッ プに躍進したことを

指摘したか，このような躍進かこの設置金額 ！エ アの上昇に現れている 。

　他方，ＩＢＭのノヱ ァは，１９６８時点では国内市場の３分の１を占めていたか ，

７０年には３１．９％に低下している。そして，これがＩＢＭのシ ェァのピークであ

った。１９７０年代に入ると ，国産メーカーの健闘のまえに，ＩＢＭのシ ェァは ，

しだいに低下傾向をたどっ ていくことになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１９）

会杜名 １９６８ １９６９ １９７０

日本ＩＢＭ ３３ ，６ ３３ ．３ ３１ ．９

富土通 １２ ．５ １４ ，７ １６ ．０

日立製作所 １７ ．０ １４ ．９ １６ ．Ｏ

日本電気 １２ ．４ １１ ．６ １１ ．９

日本ユニ バック ＊ ＊ １２ ．３

東京芝浦電気 ＊ ＊
３． ９

沖ユニ バック ＊ ＊
２．
９

バロース ＊ ＊
２． ５

日本ＮＣＲ ＊ ＊
１．

４

三菱電機 ＊ ＊
１．

１

その他 ２４ ．５ ２５ ．５

■

合　　　言十 １００ ．０ １００ ．０ １ＯＯ ．０
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　１５）富士通は１９６１年ごろ，競合他杜が相次いでアメリカ ・メーカーとの技術提携へ

　　の動きをみせるなかで，ＩＢＭに対し技術提携の可能性を打診した経緯がある 。

　　 これに対するＩＢＭの反応は，ｒ当杜は１００％出資以外のところには技術はトラン

　　 スファーしない。これがＩＢＭのワー ルド ・ポリシー である」というものであ っ

　　たという 。この結果，実際には独自開発の路線をすすまざるをえなくな ったわけ

　　である。以上，小林大祐『とにかくやってみろ』東洋経済新報杜，１９８３年，５８～

　　５９べ一ジ 。

　１６）以上，１９６０年代後半の日本メーカーの コソピ ュータ開発については，南澤宣郎

　　『日本 コソピ ュータ発達史』日本経済新聞杜，１９７８年，第皿章１ ：相磯秀夫ほか

　　編『国産 コ：■ピ ュータはこうして作られた（『ｂｉｔ』１９８５年９月号別冊）』１９８５年 ，

　　第ｕ編の各杜別説明 ：日本アイ ・ビー・ エム（株）『情報処理産業年表』１９８８年 ，

　　およぴ以下の各杜の杜史による 。　　日本電気（株）『日本電気最近１０年史』１９８０

　　年，８１～８７ぺ 一ジ ：日立製作所（株）『日立製作所史３』１９７１年，５５～５７，２２０～

　　２２２べ一ジ ：富士通（株）『杜史ｎ』１９７６年，３７～５７，８７～９５べ一ジ ：東芝（株）『東

　　芝１００年史』１９７７年，１５６～１５８べ 一ジ 。

　１７）ＩＢＭの コ１■ピ ュータ現地生産化については，日本アイ ・ビー・ エム（株）『日

　　本アイ ・ビー・ エム５０年史』１９８８年，２５６～２６０べ一ジによる 。

　１８）　日本の コンピ ュータ産業育成のために日本政府の果たして役割を，１９５０年代か

　　ら玩在まで系統的に分析した研究に，Ａｎｃｈｏｒｄｇｕｙ，Ｍ ．，

Ｃｏ妙〃炊５ １肌一Ｊ砂舳

　　Ｃ加Ｚ伽９〃ｏ１Ｂ〃，１９８９がある。参照されたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９１年８月３０日脱稿）

（５２０）


